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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、第84期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

３ 第82期以降の１株当たり純資産額については、優先株式の発行価額を控除して算定しております。 

４ 第81期以前の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

５ 自己資本利益率については、自己資本の期中平均額に基づき算定しておりますが、第81期が債務超過である

ため、第82期の自己資本利益率は記載しておりません。 

６ 金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 51,576 47,661 38,265 33,318 32,233

経常利益 (百万円) 618 701 606 1,579 556

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) △657 △11,186 6,247 1,054 367

純資産額 (百万円) 627 △10,278 2,488 3,593 4,027

総資産額 (百万円) 52,076 39,866 37,619 31,652 31,054

１株当たり純資産額 (円) 19.19 △314.31 △102.64 9.85 17.02

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △20.88 △342.07 186.07 27.19 6.10

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― 106.63 12.54 4.37

自己資本比率 (％) 1.2 △25.8 6.6 11.4 13.0

自己資本利益率 (％) ― ― ― 34.7 9.7

株価収益率 (倍) ― ― 1.2 14.5 29.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,998 802 △727 1,742 1,651

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,486 1,597 △4,018 △678 △226

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,847 △3,300 4,662 △1,158 △1,700

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 3,399 2,467 2,386 2,301 2,026

従業員数 (名) 1,898 1,701 1,526 1,384 1,358



(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、第84期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

３ 第82期以降の１株当たり純資産額については、優先株式の発行価額を控除して算定しております。 

４ 第81期以前の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

５ 自己資本利益率については、自己資本の期中平均額に基づき算定しておりますが、第81期が債務超過である

ため、第82期の自己資本利益率は記載しておりません。 

６ 金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 39,384 37,195 31,379 30,839 29,985

経常利益 (百万円) 213 415 635 1,670 407

当期純利益又は 
当期純損失（△）

(百万円) △2,180 △12,130 6,366 1,009 363

資本金 (百万円) 1,575 1,575 3,157 3,157 3,157

発行済株式総数 (株)

普通株式 32,706,400 32,706,400 34,218,792 60,305,748 60,305,748

第Ⅰ種優先株式 ― ― 6,000,000 ― ─

第Ⅱ種優先株式 ― ― 6,000,000 6,000,000 6,000,000

純資産額 (百万円) 1,083 △10,930 2,407 3,463 3,906

総資産額 (百万円) 32,409 23,850 39,255 32,718 32,014

１株当たり純資産額 (円) 33.12 △334.22 △105.02 7.69 15.04

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円) 

(円)

― 
(―)

―
(―)

―
(―)

― 
(―)

─
(─)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) △69.22 △370.91 189.59 26.04 6.03

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― 108.65 12.01 4.32

自己資本比率 (％) 3.3 △45.8 6.1 10.6 12.2

自己資本利益率 (％) ― ― ― 34.4 9.9

株価収益率 (倍) ― ― 1.1 15.2 29.7

配当性向 (％) ― ― ― ― ─

従業員数 (名) 630 600 540 558 556



２ 【沿革】 

 
    

明治37年３月 金門商会を創始、東京市神田区及び本所区に工場(計量計測事業)を新設

明治45年６月 

 

東京府北豊島郡巣鴨に本社及び東京工場、大阪市に大阪工場、福岡市に福岡工場(計

量計測事業)を新設

昭和20年４月 東京都板橋区志村に本社及び東京工場を移転

昭和23年７月 金門商会(個人事業)を株式会社金門製作所とする

昭和28年２月 東京において株式店頭公開

昭和32年８月 東京証券取引所上場

昭和33年１月 照明事業・石英事業を開始

昭和34年１月 大阪府東大阪市に工場を新設、大阪工場を移転

昭和36年10月 

 

東京証券取引所、大阪証券取引所市場第一部上場(第一部・二部市場制導入に伴う指

定替え)

昭和37年４月 金門石英硝子株式会社(株式会社金門コルツへ社名変更)(石英事業)を設立

昭和42年11月 照明事業を分離し、金門電気株式会社(照明事業・計量計測事業)を設立

昭和55年５月 株式会社白沢製作所(計量計測事業)を設立

平成２年９月 唐津精器株式会社(計量計測事業)を設立

平成７年１月 和歌山精器株式会社(計量計測事業)・瑞穂精器株式会社(計量計測事業)を設立

平成８年４月 大阪工場・福岡工場を閉鎖

    ８月 東京工場の計量計測事業の一部を閉鎖

平成10年10月 本店所在地を東京都板橋区志村より東京都板橋区大原町に変更

平成12年９月 本社機構を東京都文京区へ移転

    11月 東京工場の跡地を譲渡

平成15年３月 大阪工場の跡地を譲渡

平成16年１月 株式会社産業再生機構による支援決定及び「事業再生計画」の策定

    ３月 株式会社金門コルツ（石英事業）の株式譲渡契約を締結

    ６月 100％出資の子会社、株式会社金門白沢他６社を製造請負会社等として新規設立

    ９月 大阪証券取引所上場廃止

     〃 株式会社白沢製作所他７社を吸収合併

     〃 「事業再生計画」の一環として、従来株主保有株式の９割につき減資を実施

     〃 株式会社産業再生機構、株式会社りそな銀行及び株式会社みずほコーポレートによ

る第三者割当による優先株式の発行

    12月 株式取得により白河精機株式会社を子会社とする

平成17年３月 金門電気株式会社（照明事業）株式譲渡契約を締結

        12月 株式会社山武が株式会社産業再生機構、株式会社りそな銀行及び株式会社みずほコ

ーポレート銀行から優先株式を買取。当社の主要株主となる

平成18年１月 

 

株式会社山武が株式会社産業再生機構より譲受けた第Ⅰ種優先株式を普通株式に転

換。当社の親会社となる

    ３月 株式会社金門光波（その他事業）株式譲渡契約を締結

     〃 「事業再生計画」の完了



３ 【事業の内容】 

当社の関係会社は、親会社及び子会社12社で構成され、親会社の㈱山武を含めた主な事業内容及び当社

グループの事業に係る位置づけは以下の通りであります。 

 当社グループは計量計測機器の製造販売を主な内容とし、更にメーター交換業務等それらに関連したメ

ンテナンス他の事業活動を展開しており、事業の種類別セグメントとの関連は次の通りであります。 

  

計量計測事業 

 
  

事業の系統図は次の通りであります。 

  
 

  

都市ガス機器………… 都市ガスメーター及び関連機器を当社及び子会社和歌山精器㈱、白河精機㈱

で製造し当社が販売しております。また、子会社金門環境設備㈱等でメンテ

ナンス業務等をしております。

LPガス機器…………… ＬＰガスメーター及び関連機器を子会社白河精機㈱が製造し、当社が販売し

ております。ガス警報器は当社が製造販売しております。また、子会社㈱東

北金門工事でメンテナンス業務等をしております。

水機器………………… 水道メーター及び関連機器を当社及び子会社㈱青森製作所で製造し、当社が

販売しております。また、子会社北海道金門工事㈱等でメンテナンス業務等

をしております。



(注) 当連結会計年度末において、清算結了した会社は、下記の通りであります。 

  株式会社金門管理 

  株式会社金山製作所 

  双葉精器株式会社 

  

親会社及び子会社は次の通りであります。 

  

親会社 

 
  

子会社 

 

 
(注) 子会社は全て連結子会社であります。 

  

 ㈱山武 各種オートメーション等の機器・システムの製造・販

売等

１ ㈱青森製作所 水道メーター及びオイルメーター等の製造販売

２ 和歌山精器㈱ ガスメーターの製造販売

３ 白河精機㈱ ガスメーターの製造販売

４ ㈱金門白沢 製造請負会社

５ ㈱金門会津 製造請負会社

６ ㈱金門原町 製造請負会社

７ ㈱金門瑞穂 製造請負会社

８ ㈱金門唐津 製造請負会社

９ ㈱金門岩瀬 製造請負会社

10 金門環境設備㈱ ガスメーター関連工事

11 北海道金門工事㈱ ガスメーター関連工事等

12 ㈱東北金門工事 ガスメーター関連工事



４ 【関係会社の状況】 

  親会社 

  

 
  

  連結子会社 

  

名称 住所
資本金 
又は 

出資金

主要な事業の内
容

議決権
の被所有

割合

関係内容

摘要役員の兼任
資金援助

営業上の
取引

その他
役員 従業員

１ 株式会社山武
東京都 
千代田区

百万円
10,522

 
各種オートメー
シ ョ ン 等 の 機
器・システムの
製造・販売等 
 
 

％

43.34
7 ― ―

当社は計量器製
品等の購入及び
販売を行ってお
ります。

当社の借入金に
対して連帯保証
の提供を受けて
おります

※１

名称 住所
資本金 
又は 

出資金

主要な事業の内
容

議決権
の所有 
割合

関係内容

摘要役員の兼任
資金援助

営業上の
取引

その他
役員 従業員

１
株式会社 
金門白沢

福島県 
本宮市

百万円
30

計量計測事業
％

100.00
1 3 ―

当社の計量器製
品の製造を請負
っており、製造
に係る土地、建
物及び生産設備
等を賃借してお
ります。

― ※２

２
株式会社 
金門原町

福島県 
南相馬市

30 計量計測事業 100.00 ― 1 ―

当社の計量器部
品の製造を請負
っており、製造
に係る土地、建
物及び生産設備
等を賃借してお
ります。

―

３
株式会社 
金門岩瀬

福島県 
須賀川市

20 計量計測事業 100.00 2 1 ―

当社の計量器製
品の製造を請負
っており、製造
に係る建物及び
生産設備等を賃
借しておりま
す。

―

４
株式会社 
金門唐津

佐賀県 
唐津市

20 計量計測事業 100.00 1 3 ―

当社の計量器製
品の製造を請負
っており、製造
に係る土地、建
物及び生産設備
等を賃借してお
ります。

―

５
株式会社 
金門会津

福島県 
南会津郡

20 計量計測事業 100.00 1 2 ―

当社の計量器製
品の製造を請負
っており、製造
に係る土地、建
物及び生産設備
等を賃借してお
ります。

―

６
株式会社 
東北金門工事

福島県 
郡山市

10 計量計測事業 100.00 1 3

当社が 資金
を貸し 付け
て お り ま
す。

当社のメンテナ
ンス業務を請負
っております。
また、土地、建
物等を賃借して
おります。

―

７
株式会社 
金門瑞穂

京都府 
船井郡

20 計量計測事業 100.00 2 2 ―

当社の計量器製
品の製造を請負
っており、製造
に係る土地、建
物及び生産設備
等を賃借してお
ります。

―

８
金門環境設備 
株式会社

神奈川県 
川崎市

60 計量計測事業 100.00 1 3 ― ― ―



  

 
(注) １ 連結子会社の「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ ※１は、有価証券報告書提出会社であります。なお議決権の被所有割合は50％以下でありますが、実質的に

支配を行っていることから、支配力基準により親会社としているものであります。 

３ ※２は、特定子会社であります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成19年３月31日現在) 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

(平成19年３月31日現在) 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。なお、執行役員9名、準社員105名を含んでおり、関係会社等への出向者 

11名は含んでおりません。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、金門製作所労働組合と称し、原則として管理職を除く当社の従業員の４支部17部

会で構成し、同組合はJAMに加盟しております。平成19年３月31日現在の組合員数は324名であります。

なお、労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

名称 住所
資本金 
又は 

出資金

主要な事業の内
容

議決権
の所有 
割合

関係内容

摘要役員の兼任
資金援助

営業上の
取引

その他
役員 従業員

９
北海道金門 
工事株式会社

北海道 
札幌市

30 計量計測事業 100.00 1 3 ― ― ―

10
白河精機 
株式会社

福島県 
白河市

56 計量計測事業 98.95 ─ 1 ─

当社は計量器の
購 入 を し て お
り、製造に係る
土地・建物及び
生産設備等を賃
借 し て お り ま
す。

― ※２

11
和歌山精器 
株式会社

和歌山県 
御坊市

100 計量計測事業 100.00 2 1

当社が 運転
資金を 貸し
付けており
ます。

当社は計量器の
購入をしており
ます。

当社は同社発行
の社債を所有し
ております

12
株式会社 
青森製作所

青森県 
青森市

20 計量計測事業 100.00 1 1 ─
当社は計量器の
購入をしており
ます。

当社は同社発行
の社債を所有し
ております

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

計量計測事業 1,358

合計 1,358

従業員数(名) 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与(円)

556 43 才  9 ヶ月 16 年 8 ヶ月 5,483,032



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、米国景気の先行き不透明感や円高の進行を受け、輸出関連業

種を中心に景況感が下振れしたものの、好調な企業収益と堅調な民間設備投資や雇用などにより、景気

はなお持続力をもった回復基調で推移いたしました。  

 当社グループを取り巻く環境におきましては、原油をはじめとするエネルギー関連素材などの価格高

騰による原材料価格の上昇、熾烈な受注・価格競争に伴う販売価格の下落などにより、景況感の改善に

は至らないままに推移いたしました。  

 このような情勢のなかで当社グループは、全力を挙げて鋭意営業活動を展開するとともに、親会社㈱

山武との業務連携など経営効率化を推進し、間接費の削減や経営資源の有効活用、コスト競争力の強化

に努めてまいりましたが、当連結会計年度の売上高は、32,233百万円と前連結会計年度と比較して

1,084百万円（△3.3％）減少しました。  

 なお、前連結会計年度実績にはノンコア事業（平成18年３月に譲渡済）の売上高836百万円が含まれ

ております。  

 利益面につきましては、固定費の削減等グループを挙げての効率化と一層の原価低減に取り組みまし

たが、価格競争等の影響による販売価格の下落、原材料価格値上げに伴う売上原価率の上昇等から、営

業利益は825百万円と前連結会計年度と比較して1,295百万円（△61.1％）減少し、経常利益も556百万

円と前連結会計年度と比較して1,022百万円（△64.7％）減少しました。  

 特別損益として、特別利益では被担保提供先の債務支払による要設定額の減少に伴う担保提供損失引

当金の取崩しにより15百万円、遊休土地売却により5百万円を計上いたしました。 

 特別損失では、生産設備等の固定資産除売却損20百万円、土壌改良費用14百万円を計上いたしまし

た。  

 結果として当期純利益は367百万円と前連結会計年度と比較して686百万円（△65.1％）減少となりま

した。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物の期末残高は2,026百万円となり、前連結会計年度末

と比較して275百万円（△12.0％）減少しました。各キャッシュ・フローの状況と要因は次の通りであ

ります。  

 営業活動によるキャッシュ・フローにおきましては、主として計量計測事業の価格競争の激化等に

よる販売価格の下落により減少いたしましたが、収益改善の諸施策等により1,651百万円の収入となり

ました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローにおきましては、主として製造設備の維持更新、金型更新等に

より226百万円の支出となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローにおきましては、借入金の返済により1,700百万円の支出となり

ました。 

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を示すと、次の通りであります。 

  

 
(注) １ 前連結会計年度においてノンコア事業を譲渡しており、前年同期比は控除後の金額で算出しております。 

２ 金額は販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  
(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を示すと、次の通りであります。 

  

 
(注) １ 前連結会計年度においてノンコア事業を譲渡しており、前年同期比は控除後の金額で算出しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を示すと、次の通りであります。 

  

 
(注) １ 前連結会計年度においてノンコア事業を譲渡しており、前年同期比は控除後の金額で算出しております。 

２ 主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

計量計測事業 27,415 17.7

合計 27,415 17.7

事業の名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

計量計測事業 32,312 △0.3 688 12.9

合計 32,312 △0.3 688 12.9

事業の名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

計量計測事業 32,233 △0.7

合計 32,233 △0.7

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

東京瓦斯㈱ 5,304 15.9 4,513 14.0



３ 【対処すべき課題】 

当社グループを取り巻く環境は依然として厳しい状況が継続しておりますが、社会に貢献できる企業

を目指して、企業の社会的責任をふまえたＣＳＲ体制の強化、低コスト体制の構築による経営基盤の強

化、㈱山武との協業による事業領域の拡大等を実施してまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績及び財務状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクは、以下のものがありま

す。なお、これらは平成19年３月末現在入手可能な情報から得られた経営判断や予想に基づいておりま

す。  

  

  (1)販売及び価格のリスク 

       計量計測機器は、仕様が得意先毎にほぼ決定されており、競合他社との差別化は難しいた 

   め、価格競争に終始しやすく、販売価格は下落傾向にあります。特に水道メーターは、販売先 

   に占める官公庁の割合が高く、官公庁との契約締結の可否は一般競争入札価格によっているた 

   め、販売価格が下落しやすい傾向にあります。当社は、価格下落に対応するため、部品の調達 

   の工夫をはじめ、連結子会社・工場の生産拠点整備・集約化等の諸施策を行うことによってコ 

   スト削減を行い、販売価格の下落に対しても利益を確保できるよう対策を講じております。 

   しかしながら、販売価格の下落が予想以上となった場合は、当社の損益に影響を及ぼす可能性 

   があります。 

 

 (2)部品供給によるリスク 

       ガスメーター及び水道メーター等は、使用される部品等が特殊なことから、従来部品調達を 

   特定の会社から行っておりました。そのため当社の需要状況によっては、部品の供給不足に陥 

   る場合も考えられることから、生産に支障をきたさないような安定した部品の調達及び確保が 

   できる体制の整備、また低価格で調達が行えるよう複数社購買の実施をしております。しかし 

   ながら、一部の特定の部品に関しては、複数社から調達を行うことが困難であり、特定の会社 

   から調達せざるを得ないことから、部品に不足が生じた場合、計画的な生産に支障をきたす場 

   合が考えられ、またそれらの特定部品の調達価格が様々な要因により上昇した場合は、コスト 

   増加に繋がり当社の損益に影響を及ぼす可能性があります。 

 

  (3)品質管理にかかるリスク 

       ガスメーターは、各家庭に設置され流量を計るとともにガス漏れや異常な流量の監視等の安 

   全装置がついており、また水道メーターも各家庭に設置され流量を計っているため人々のライ 

   フラインには欠かすことが出来ないものとなっております。 

       当社は、信頼性及び正確性が最重視される製品であることから、品質管理に力を注いでお 

   り、品質管理体制の拡充、部品等の検査の徹底、定期的な生産子会社等への品質監査等を実施 

   して、クレーム撲滅に力を注いでおります。ガス・水道メーターとも日本全国の広範囲にわた 

   り供給されているため、予期せぬクレームが発生した場合の対応には困難を伴うことから、 

   当社グループの損益に影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

  該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

    当社は、計量・計測技術はライフラインを支える最も重要な基幹技術の開発活動を基本とし、最先端

のエレクトロニクス、通信インフラの融合によるエネルギー管理に資する商品開発、さらに環境循環型

社会への貢献を目指すため、環境負荷低減商品等の開発を展開しております。  

 現在、東京、関西、九州の各研究所において、それぞれの地域のお客様のご要望に沿った商品の開

発、技術支援、また、お客様の満足を第一にマーケットニーズを先取りした新商品開発、お客様のご要

望に重点をおいた製品付加価値の向上、高品質化のための開発に取り組んでおります。 

 当連結会計年度における研究開発費の総額は188百万円であり、主な研究開発活動の概要は次の通り

であります。  

＜ガス機器関係＞  

 エネルギー間の競争が激化する中、顧客のニーズに応えた「次世代電子化ガスメーター」の実用化に

向けて開発を進めております。  

＜水機器関係＞  

 技術基準の国際規格（OIML）への整合化を図る目的で水道メーターのJIS（日本工業規格）や計量法

（検定検査規則）が改定等されている背景を踏まえ、JISの推奨値性能に適合する水道メーターの開発

を進めております。  

 なお、以下の項目は既存製品の改良にかかる経常研究活動であるため、製造原価の経費として処理し

ております。 

① 新型ＬＰガスメーター「K-CUBE」の製品化 

② エネルギー需要量の指針値を画像データから自動数値化する装置「インターバルカメラ Re-Pic

（リピック）」の製品化 

③ デマンド機能付温度圧力補正装置の開発  

  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態 

当社グループの資産の状況としましては、当連結会計年度末の総資産は31,054百万円と前連結会計年

度末比597百万円（前連結会計年度末比1.9％減）減少しました。流動資産は前連結会計年度末比330百

万円（前連結会計年度末比2.6％増）増加の13,103百万円、固定資産は前連結会計年度比928百万円（前

連結会計年度末比4.9％減）減少の17,951百万円となりました。流動資産増加の主な要因は、受取手形

及び売掛金の増加等によるものであります。 

 当連結会計年度末の総負債の合計は27,027百万円と前連結会計年度末比1,031百万円（前連結会計年

度末比3.6％減）減少しております。これは主に借入金の返済によるものであります。 

 純資産は、当連結会計年度において当期純利益367百万円を計上し、当連結会計年度末におきまして

4,027百万円（自己資本比率13.0％）となっております。 

  

(2) 経営成績 

当連結会計年度の当社グループの売上高は32,233百万円と前連結会計年度比1,084百万円（前連結会

計年度比3.3％減）減少となり、営業利益825百万円と前連結会計年度比1,295百万円（前連結会計年度

比61.1％減）減少となりました。営業外収益から営業外費用を差引いた純額は、268百万円の費用計上

となり、この営業外費用の主なものとして製品補償費用133百万円があげられます。経常利益は556百万

円（前連結会計年度比64.7％減）の大幅な減少となりました。 

 特別利益は20百万円を計上しており、その主な内容は、被担保提供先の債務支払による要設定額の減

少に伴う担保提供損失引当金の取崩し15百万円、遊休土地売却5百万円によるものであります。 

 特別損失は34百万円を計上しており、その主な内容は、生産設備等の固定資産除売却損20百万円、土

壌改良費用14百万円であり、その結果、当期純利益は367百万円と前連結会計年度末比686百万円（前連

結会計年度末比65.1％減）減少となりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

  当連結会計年度における設備投資の総額は241百万円であります。この主なものは継続的に実 

 施しております金型等の設備更新およびサプライ・チェーン・マネジメント構築に係るシステム 

 投資であります。 

  なお、重要な設備の除却及び売却はありません。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

 
(注) １ 東京工場3,565.10㎡は土地を賃借しております。 

２ 従業員数の括弧書きは連結子会社である製造請負会社の従業員数であります。 

   ３ 表郷工場は、平成18年12月31日付で子会社白河精機㈱より工場設備を取得しております。なお、表郷工場 

  の従業員数は子会社白河精機㈱の従業員数であります。 

   ４ 帳簿価額の「その他」には、無形固定資産を含めております。 

  

  

事業所名 

(所在地)

事業の種類別 

セグメントの名称
設備の内容

帳簿価額
従業

員数

(名)
建物 

及び構築物 

(百万円)

機械装置 

及び運搬具 

(百万円)

土地 

(百万円) 

(面積㎡)

その他 

(百万円)

合計 

(百万円)

東京工場 

(東京都板橋区)
計量計測事業 ガス機器製造設備 85 8

─
(─)

135 229 33

北海道支店・工場 

(札幌市東区)
計量計測事業

ガスメーター及び

水道メーター製造

設備

113 20
322

(6,765.45)
4 461 55

白沢工場 

(福島県本宮市)
計量計測事業

ガスメーター製造

設備
394 119

147

(30,135.82)
6 667

  7

(126)

仙台工場 

(宮城県黒川郡)
計量計測事業

水道メーター製造

設備
662 49

340

(54,258.43)
0 1,053

3 

(28)

岩瀬工場 

(福島県須賀川市)
計量計測事業

ガス警報器等製造

設備
278 19

194

(71,133.17)
3 495

9 

(51)

唐津工場 

(佐賀県唐津市)
計量計測事業

ガスメーター製造

設備
458 99

77

(15,465.00)
3 639

4 

(59)

京都工場 

(京都府船井郡)
計量計測事業

ガスメーター及び

水道メーター製造

設備

1,249 243
548

(68,736.90)
7 2,048

4 

(48)

表郷工場 

(福島県白河市)
計量計測事業

ガスメーター製造

設備
956 538

163

(81,734.00)
10 1,668 130



(2) 国内子会社 

  

 
（注）帳簿価額の「その他」には、無形固定資産を含めております。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

 
  

  

会社名
事業所名 

(所在地)

事業の種類別 

セグメントの名称
設備の内容

帳簿価額
従業 

員数 

(名)
建物 

及び構築物

(百万円)

機械装置 

及び運搬具

(百万円)

土地 

(百万円) 

(面積㎡)

その他 

(百万円)

合計 

(百万円)

和歌山精器㈱

本社工場 

(和歌山県御坊

市)

計量計測事業
ガスメーター製

造設備
844 68

1,003

(78,717.86)
8 1,924 98

㈱青森製作所
本社工場 

(青森県青森市)
計量計測事業

水道メーター及

びオイルメータ

ー等製造設備

79 9
457

(33,015.71)
0 546 22



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
（注）※１ 第Ⅱ種優先株式は、デット・エクイティ・スワップ(債務の株式化)により、発行されたものでありま

す。 

  

※２ 第Ⅱ種優先株式の内容 

(１）第Ⅱ種優先配当金 

(イ) 第Ⅱ種優先配当金 

当社は、剰余金の配当を行うときは、第Ⅱ種優先株式を有する株主（以下「第Ⅱ種優先株主」

という。）又は第Ⅱ種優先株式の登録株式質権者（以下「第Ⅱ種登録質権者」という。)に対し、

普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者(以下「登録

株式質権者」という。)に先立ち、第Ⅱ種優先株式1株につき下記(ロ)に定める額の剰余金の配当

（以下「第Ⅱ種優先配当金」という。）を行う。 

(ロ) 第Ⅱ種優先配当金の額 

1株あたりの第Ⅱ種優先配当金の額は、第Ⅱ種優先株式の発行価額(500円)に、それぞれの事業年

度毎に下記の配当年率(以下「第Ⅱ種優先配当年率」という。)を乗じて算出した額とする。ただ

し、初年度の第Ⅱ種優先配当金については、剰余金の配当起算日から事業年度の最終日までの日数

（初日および最終日を含む。）で日割り計算した額とする。 

第Ⅱ種優先配当金は、円位未満小数第4位まで算出し、その小数第4位を四捨五入する。ただし、

計算の結果が50円を超える場合は、第Ⅱ種優先配当金の額は50円とする。 

第Ⅱ種優先配当年率は、平成16年9月30日以降、次回第Ⅱ種優先配当年率修正日(下記に定義され

る。) の 前 日 ま で の 各 事 業 年 度 に つ い て、下 記 算 式 に よ り 計 算 さ れ る 年 率 と す る。

               第Ⅱ種優先配当年率 ＝ 日本円TIBOR（1年物） ＋ 2.0％ 

第Ⅱ種優先配当年率は、％未満小数第4位まで算出し、その小数第4位を四捨五入する。 

第Ⅱ種優先配当年率修正日は、平成16年9月30日以降の毎年4月1日とする。当日が銀行休業日の

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 108,000,000

第Ⅱ種優先株式 6,000,000

計 114,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 60,305,748 60,305,748
東京証券取引所

 (市場第一部)
株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

第Ⅱ種優先株式 6,000,000 6,000,000 ― ※１、２

計 66,305,748 66,305,748 ― ―



場合は前営業日を第Ⅱ種優先配当年率修正日とする。 

「日本円TIBOR（1年物）」とは、平成16年9月30日又は各第Ⅱ種優先配当年率修正日において、

午前11時における日本円1年物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円

TIBOR）として全国銀行協会によって公表される数値を指すものとする。日本円TIBOR（1年物）が

公表されていなければ、同日(当日が銀行休業日の場合は前営業日）ロンドン時間午前11時にスク

リーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手レート（ユーロ円LIBOR1 年物（360日ベー

ス））として英国銀行協会（BBA）によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるも

のを日本円TIBOR（1年物）に代えて用いるものとする。 

(ハ) 非累積条項 

ある事業年度において、第Ⅱ種優先株主又は第Ⅱ種登録質権者に対して支払う剰余金の配当の額

が第Ⅱ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度に累積しない。 

(ニ) 非参加条項 

第Ⅱ種優先株主又は第Ⅱ種登録質権者に対しては、第Ⅱ種優先配当金を超えて剰余金の

配当を行わない。 

(ホ) 第Ⅱ種優先中間配当金 

当社は、第Ⅱ種優先株主又は第Ⅱ種登録質権者に対して、中間配当を行わない。 

（２）残余財産の分配 

 当社の残余財産を分配するときは、第Ⅱ種優先株主又は第Ⅱ種登録質権者に対し、普通株主又は登

録株式質権者に先立ち、第Ⅱ種優先株式1株につき500円を支払う。第Ⅱ種優先株主又は第Ⅱ種登録質

権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。 

（３）議決権  

 第Ⅱ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。 

（４）株式の割当を受ける権利等 

 当社は、第Ⅱ種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。また、第Ⅱ種優先株主に対し、

新株の割当てを受ける権利、新株予約権の割当てを受ける権利、新株予約権付社債の割当てを受ける

権利又は分離して譲渡することができる新株予約権および社債の割当てを受ける権利を与えない。 

（５）普通株式を対価とする取得請求権 

(イ) 取得を請求し得べき期間 

第Ⅱ種優先株式の取得を請求し得べき期間は、平成20年10月1日以降とする。 

(ロ) 取得の条件  

第Ⅱ種優先株式は、上記(イ)の期間中、1株につき下記(a)ないし(c)に定める取得価額により、

当社の普通株式を対価とする取得を請求することができる。 

(a) 当初取得価額 

 当初取得価額は、126円とする。 

(b) 取得価額の修正 

 取得価額は、平成21年10月1日以降、毎年10月1日（以下それぞれ「取得価額修正日」という。）

に、各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日（以下それぞれ「時価算期間」とい

う。）の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含

む。）の平均値（終値のない日数を除く。)に修正される(修正後取得価額は円位未満小数第１位ま

で算出し、その小数第１位を切り上げる。 

 なお、上記の時価算定期間内に、下記(c)で定める取得価額の調整事由が生じた場合には、当該

平均値は、下記(c)に準じて取締役会が適当と判断する値に調整される。）。 



ただし、上記計算の結果、修正後取得価額が当初取得価額（ただし、下記(c)により調整され

る。）の70％に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。以

下「下限取得価額」という。ただし、下記(c)により調整される。）を下回る場合には下限取得価

額をもって、また、修正後取得価額が当初取得価額（ただし、下記(c)により調整される。）を上

回る場合には当初取得価額（ただし、下記(c)により調整される。）をもって修正後取得価額とす

る。 

(c) 取得価額の調整 

 ① 第Ⅱ種優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、取得価額を次に定める算式（以

下「取得価額調整式」という。）により調整する。取得価額調整式を用いる計算については、円位

未満小数第1位まで算出し、その小数第1位を切り上げる。 

  

 
(ⅰ) 取得価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合(自己

株式を処分する場合を含む。）、調整後取得価額は、払込期日の翌日以降、又は募集のための

株主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。処分される自己株式の数は取得価

額調整式における「新規発行普通株式数」に算入される。 

(ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後取得価額は、株式の分割のための株主

割当日の翌日以降、これを適用する。ただし、配当可能利益から資本に組み入れられることを条

件としてその部分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、

当該配当可能利益の資本組入の決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための株

主割当日とする場合には、調整後取得価額は、当該配当可能利益の資本組入の決議をした株主総

会の終結の日の翌日以降、これを適用する。 

(ⅲ) 取得価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって普通株式を対価とする取得を請求す

ることができる株式又は権利行使により発行される普通株式1株あたりの発行価額（ただし、当

該発行価額は商法第280条の20第4項又は同法第341条の15第4項により算出されるものとする。な

お、引用されている商法の条項は平成16年9月13日時点において施行されている条項を指すもの

とし、以下も同様とする。）が取得価額調整式に使用する時価を下回ることとなる新株予約権を

行使できる証券（権利）を発行する場合、調整後取得価額は、その証券（権利）の発行日に、又

は募集のための株主割当日がある場合はその日の終わりに発行される証券（権利）の全額が普通

株式を対価とする取得が請求された又はすべての新株予約権が行使されたものとみなし、その発

行日の翌日以降又はその割当日の翌日以降これを適用する。以後の調整においては、かかるみな

し株式数は、実際に当該普通株式を対価とする取得請求又は新株予約権の行使がなされた結果発

行された株式数を上回る限りにおいて、既発行の普通株式数に算入される（下記(ⅳ)も同様とす

る。）。 

(ⅳ) 普通株式を対価とする取得請求することができる株式又は新株予約権を行使できる証券

（権利）であって、取得価額又は新株予約権の行使価額が発行日に決定されておらず発行日以

降の一定の日(以下「価額決定日」という。)の時価を基準として決定されるものを発行した場

合において、決定された取得価額又は権利行使により発行される普通株式1株あたりの発行価額

（ただし、当該発行価額は商法第280条の20第4項又は同法第341条の15第4項により算出される

ものとする。）が取得価額調整式に使用する時価を下回る場合、調整後取得価額は、当該価額

既発行普通株式数 ＋
新規発行普通株式数 × １株あたりの払込金額

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
１株あたりの時価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数



決定日の時点で残存する証券（権利）の全額が取得又はすべての新株予約権が行使されたもの

とみなし、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。 

② 上記①に掲げる場合のほか、合併、資本の減少又は普通株式の併合等により取得価額の調整を

必要とする場合には、取締役会が適当と判断する取得価額により変更される。 

③ 取得価額調整式に使用する1株あたりの時価は、調整後取得価額を適用する日（ただし、上記

①(ⅱ)ただし書きの場合には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東

京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値

（終値のない日数を除く。）とし、その計算は円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１

位を切り上げる。なお、上記45取引日の間に、上記①又は②で定める取得価額の調整事由が生

じた場合には、取得価額調整式で使用する時価（当該平均値）は、取締役会が適当と判断する

価額に調整される。 

④ 取得価額調整式に使用する調整前取得価額は、調整後取得価額を適用する前日において有効な

取得価額とし、また、取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合

はその日、又は、株主割当日がない場合は調整後取得価額を適用する日の1ヶ月前の日における

当社の発行済普通株式数とする。なお、処分される自己株式の数は取得価額調整式に使用する

既発行普通株式数からは控除される。 

⑤ 取得価額調整式に使用する1株あたりの払込金額とは、それぞれ以下のとおりとする。 

(ⅰ) 上記①(i)の時価を下回る払込金額（又は処分価額）をもって普通株式を発行（又は自己

株式を処分）する場合には、当該払込金額又は処分価額（金銭以外の財産による払込みの場合

にはその適正な評価額） 

(ⅱ) 上記①(ⅱ)の株式の分割により普通株式を発行する場合は0円 

(ⅲ) 上記①(ⅲ)の時価を下回る価額をもって普通株式を対価とする取得を請求することができ

る株式又は①(ⅲ)で定める内容の新株予約権を行使できる証券（権利）を発行する場合は、

当該取得価額又は当該新株予約権の行使により発行される普通株式１株あたりの発行価額

（ただし、当該発行価額は商法第280条の20第4項又は同法第341条の15第4項により算出され

るものとする。） 

(ⅳ) 上記①(ⅳ)の場合は、価額決定日に決定された取得価額又は新株予約権の行使により発行

される普通株式1株あたりの発行価額（ただし、当該発行価額は商法第280条の20第4項又は同

法第341条の15第4項により算出されるものとする。） 

(ⅴ) 取得価額調整式により算出された調整後取得価額と調整前取得価額との差額が1円未満に

とどまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。ただし、その後取得価額の調整を必要

とする事由が発生し、取得価額を算出する場合には、取得価額調整式中の調整前取得価額に

代えて調整前取得価額からこの差額を差し引いた額を使用する。 

(ハ) 取得により発行すべき普通株式数 

第Ⅱ種優先株式の取得により発行すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。 

 
取得請求により発行すべき普通株式数の算出にあたっては、1株未満の端数が生じたときは、こ

れを切り捨てる。 

(ニ) 取得の請求により発行する株式の内容 

普通株式を対価とする
取得請求により発行す

べき普通株式数
＝

第Ⅱ種優先株主が取得請求のために提出した第Ⅱ種優先株式の発行価格の総額

取得価額



当社普通株式 

(ホ) 取得請求受付場所 

東京都中央区八重洲一丁目2番1号 

みずほ信託銀行株式会社  

(ヘ) 取得請求効力の発生 

取得請求の効力は、取得請求書および第Ⅱ種優先株式の株券が上記(ホ)に記載する取得請求受付

場所に到着したときに発生する。ただし、第Ⅱ種優先株式の株券が発行されていない場合は、株券

の提出は要しないものとする。 



(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注)１ ㈱伊南製作所を完全子会社とするために行った簡易株式交換に係る新株の発行によるものであります。 

  交換比率 １：116 

  発行価格  83.8円 

  ２ 子会社との合併によるものであり、その相手先名及び合併比率は以下の通りであります。 

    なお、当社が所有する株式には、新株式の割当は行っておりません。 

 
  ３ 産業活力再生特別措置法第12条の11の規定に基づく資本の減少であります。 

  ４ 第三者割当による第Ⅰ種優先株式の発行 

      割当先 ㈱産業再生機構 

      発行価格500円、資本組入額250円 

  ５ デット・エクイティ・スワップ(債務の株式化)による第三者割当による第Ⅱ種優先株式の発行 

      割当先 ㈱りそな銀行、㈱みずほコーポレート 

      発行価格500円、資本組入額250円 

  ６ 第Ⅰ種優先株式、第Ⅱ種優先株式は平成17年12月20日付けにて、㈱産業再生機構、㈱りそな銀行、㈱みずほ 

 コーポレート銀行より㈱山武に売却されております。そのうち、第Ⅰ種優先株式を平成18年１月26日に普通 

 株式に転換（転換価額115円）したことに伴うものであります。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成15年３月31日 
        注１

1,206,400 32,706,400 ― 1,575 101 210

平成16年９月１日 
        注２

1,512,392 34,218,792 ― 1,575 952 1,162

平成16年９月30日 
        注３

― ― △1,417 157 ― 1,162

平成16年９月30日 
        注４

6,000,000 40,218,792 1,500 1,657 1,500 2,662

平成16年９月30日 
        注５

6,000,000 46,218,792 1,500 3,157 1,500 4,162

平成18年１月26日 
        注６

△6,000,000 
26,086,956

66,305,748 ― 3,157 ― 4,162

㈱金門製作所 ㈱白沢製作所 ㈱南郷製作所 金門金属工業㈱ 岩瀬電子㈱

合併比率 １ 0.1 87.6 62.7 0.4



(5) 【所有者別状況】 

 ①普通株式 

(平成19年３月31日現在) 

 
(注) １ 自己株式13,784株は、「個人その他」に13単元及び「単元未満株式の状況」に784株が含まれております。 

２ 上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が35単元含まれております。 

  

  ②第Ⅱ種優先株式 

(平成19年３月31日現在) 

 
  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) 0 34 43 71 28 1 6,226 6,402 ―

所有株式数
(単元)

0 7,863 1,129 27,661 770 1 22,820 60,243 62,748

所有株式数 
の割合(％)

0.00 13.05 1.87 45.92 1.28 0.00 37.88 100.00 ―

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) ― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数 
 (単元)

― ― ― 6,000 ― ― ― 6,000 ―

所有株式数 
の割合(％)

― ― ― 100.00 ― ― ― 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

  ①普通株式 

(平成19年３月31日現在) 

 
(注) １ 平成２年12月12日付、東京佐川急便株式会社（代表取締役渡辺広康）より受理しました大量保有報告書によ

り、同年12月７日現在で同社が保有する当社の株式数は3,590千株となっておりました。その後200千株が売

却されておりますが、残余株式数については、まだ株式名義書換の確認が出来ておりません。 

２ 所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。 

３ 野村證券株式会社及びその共同保有者から、平成18年11月15日付で提出された大量保有報告書(変更報告書)

により平成18年10月31日現在でそれぞれ以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社とし

ての当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含め

ておりません。 

 
  

 ②第Ⅱ種優先株式 

(平成19年３月31日現在) 

 
(注) 第Ⅱ種優先株式は議決権を有しておりません。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社山武 東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 26,086 43.26

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 1,788 2.96

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 1,000 1.66

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 1,000 1.66

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 887 1.47

目黒 仁助 福島県南会津郡 695 1.15

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 577 0.96

大和生命保険株式会社 東京都千代田区内幸町一丁目１番７号 494 0.82

昭和電器株式会社 東京都板橋区蓮沼町８２番２号 415 0.69

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 325 0.54

計 ― 33,268 55.17

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 35 0.05

野村アセットマネジメント株式
会社

東京都中央区日本橋一丁目12番１号 2,661 4.41

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社山武 東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 6,000 100.00

計 ― 6,000 100.00



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成19年３月31日現在) 

 
(注) １ 「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が35,000株（議決権の 

     数35個）含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式784株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

(平成19年３月31日現在) 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 第Ⅱ種優先株式
  6,000,000

―
１株式等の状況の(1)株式の総数等 
の②発行済株式※２ 参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式  13,000
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

60,230,000
60,195 同上

単元未満株式 普通株式   62,748 ―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

発行済株式総数 66,305,748 ― ―

総株主の議決権 ― 60,195 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社金門製作所

東京都板橋区大原町13番
１号

13,000 ─ 13,000 0.02

計 ― 13,000 ─ 13,000 0.02



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

 
(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

 
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

 
(注)  当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取請

求による株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注)  当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取請

求による株式数は含めておりません。 

  

  【株式の種類等】
旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株
式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

区分 株式数（株） 価格の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 1,740 508,412

当期間における取得自己株式 ─ ─

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他(単元未満株式の買増請求) 360 68,216 ─ ─

保有自己株式数 13,784 ─ 13,784 ─



３ 【配当政策】 

   当社は、安定的な経営基盤の確保に努めるほか、株主の皆様に対する収益還元を経営の最重要 

  課題としております。しかしながら、誠に遺憾ではありますが無配が継続しております。このよ 

  うな状況に対して収益改善の諸施策を確実に実行することにより黒字体質の経営基盤を確立して 

  きましたが、今後は更なる財務体質の強化を図り、早期に繰越損失を一掃し、株主総会の決議に 

  より、株主の皆様に速やかに還元できますよう経営者及び従業員一同一丸となって経営努力をし 

  てまいります。 

   なお、当社は、会社法 第454条第５項に規定する中間配当を行うことが出来る旨を定めており 

  ます。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 
  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６箇月間の月別最高・最低株価】 
  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 130 164 237 532 408

最低(円) 65 75 107 175 175

月別
平成18年 
10月

11月 12月
平成19年
１月

２月 ３月

最高(円) 269 247 228 227 207 204

最低(円) 210 192 195 198 181 175



５ 【役員の状況】 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役会長 森   久 能 昭和16年11月21日生

昭和39年３月 早稲田大学政治経済学部卒業

※１ ─

〃 49年12月 山武エンジニアリング㈱(現㈱山

武)入社

平成２年12月 同社取締役

〃10年７月 山武産業システム㈱取締役

〃 12年６月 同社常務取締役

〃 15年４月 ㈱山武執行役員アドバンスオート

メーションカンパニー常務

〃 16年６月 同社執行役員常務アドバンスオー

トメーションカンパニー社長

〃 18年４月  同社執行役員専務

〃 18年６月  同社取締役

〃 19年４月 当社顧問

〃 19年６月 当社取締役会長就任(現任）

取締役社長 代表取締役 岩 井 昌 秋 昭和20年11月24日生

昭和43年３月 明治大学商学部卒業

※１ ─

〃 46年４月 山武ハネウエル㈱(現㈱山武)入社

平成８年４月 同社制御機器事業部営業部長

〃 12年７月 同社執行役員経理部長

〃 13年４月 同社執行役員経営企画部長

〃 17年４月 同社執行役員常務

〃 18年６月 同社取締役執行役員常務

〃 19年６月 当社代表取締役社長就任(現任)

取締役常務 

執行役員
営業担当 戸 田 年 昭 昭和18年１月15日生

昭和41年３月 一橋大学経済学部卒業

※１ ８

〃 41年４月 東京瓦斯㈱入社

平成７年６月 同社事業部企画部新規事業グルー

プマネージャー

〃 12年６月 当社取締役就任

〃 13年４月 当社常務取締役就任

〃 13年６月 当社事業副本部長兼東京ガス営業

部長兼事業統括室担当兼品質管理

部担当

〃 13年７月 当社入社

〃 15年６月 当社取締役常務執行役員就任(現

任)

〃 17年６月 ＣＳＲ推進本部長

〃 18年６月 当社営業本部長

〃 19年４月 当社営業担当（現任）

取締役常務 

執行役員

品質保証担

当
黒 沢 茂 吉 昭和20年３月９日生

昭和43年３月 慶應義塾大学工学部卒業

※１ ８

〃 43年４月 東京瓦斯㈱入社

平成12年６月 同社理事

当社理事コージェネ・空調事業部

副事業部長

〃 14年６月 当社取締役就任

〃 15年６月 当社入社

当社取締役常務執行役員就任(現

任)

〃 16年６月 当社技術開発本部長兼環境管理部

担当

〃 17年６月 当社技術開発本部長

〃 19年４月 当社品質保証担当(現任)



  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役常務 

執行役員

生産・技術

開発担当
髙 阪 正 昭 昭和18年２月２日生

昭和41年３月 日本大学理工学部卒業

※１ ３

〃 41年４月 山武ハネウエル㈱(現㈱山武)入社

平成８年４月 同社制御機器事業部生産統括部長

 〃 ９年８月 同社藤沢工場長兼制御機器事業部 

生産統括部長

 〃 10年６月 同社取締役藤沢工場長兼制御機器

事業部生産統括部長

 〃 12年６月 同社執行役員VPR推進室長兼制御

機器事業部副事業部長

 〃 13年４月 同社執行役員生産本部長兼VPR推

進室長

 〃 14年６月 同社退社

山武コントロールプロダクト㈱代

表取締役社長就任

 〃 18年１月 当社顧問

〃 18年６月 当社取締役常務執行役員就任(現

任) 

生産本部長担当

〃 19年４月 生産・技術開発担当(現任）

取締役常務 

執行役員

財務部、情

報管理部、

総務部、人 

事部担当 

山 本 晃 義 昭和26年12月20日生

昭和50年３月 上智大学経済学部卒業

※１ ─

 〃 50年４月 山武ハネウエル㈱(現㈱山武)入社

平成13年４月 同社理財部財務企画室長

 〃 15年４月 同社理財部財務担当部長

 〃 17年４月 同社財務部付

 〃 18年４月 同社理事財務部長

 〃 18年12月 当社常務執行役員管理本部副本部

長

 〃 19年４月 当社常務執行役員財務部、情報管

理部、総務部、人事部担当

 〃 19年６月 当社取締役常務執行役員就任(現

任) 

財務部、情報管理部、総務部、人

事部担当(現任)

取締役常務 

執行役員
福岡支店長 草 薙   拓 昭和23年９月10日生

昭和47年３月 京都産業大学経営学部卒業

※１ ４

昭和50年３月 当社入社

平成12年２月 当社岡山営業所長

 〃 15年４月 当社広島支店長

 〃 16年６月 当社執行役員福岡支店長

 〃 18年11月 当社執行役員福岡支店長兼営業部

長

 〃 19年６月 当社取締役常務執行役員就任(現

任) 

福岡支店長(現任)

取締役 宮 地 利 光 昭和24年６月17日生

昭和48年３月 北海道大学経済学部卒業

※１ ４

 〃 48年４月 山武ハネウエル㈱(現㈱山武)入社

平成12年６月 同社総務部長兼東京事業所長

 〃 15年４月 同社総務部総務担当部長兼東京事

業所長

 〃 17年４月 同社総務部長兼本社施設整備本部

長

 〃 18年４月 同社執行役員総務部長(現任)

 〃 19年６月 当社取締役就任(現任)



  

 

 
(注) １ 略歴のうち(現任)とあるもの以外は過去の経歴であります。 

２ 取締役宮地利光は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３ 監査役遠藤誠、出口一彦、髙井延幸は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

４ 当社は執行役員制度を採用しております。 

５ ※１の任期は、平成19年６月27日開催の定時株主総会終結の時から２年間であります。 

６ ※２の任期は、平成18年６月28日開催の定時株主総会終結の時から４年間であります。 

７ ※３の任期は、平成19年６月27日開催の定時株主総会終結の時から４年間であります。 

８ ※４の任期は、平成16年６月29日開催の定時株主総会終結の時から４年間であります。 

９ ※５の任期は、平成18年６月28日開催の定時株主総会終結の時から２年間であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

常勤監査役 遠 藤   誠 昭和24年１月７日生

昭和47年３月 慶応義塾大学商学部卒業

※２ １

〃 47年４月 ㈱富士銀行(現㈱みずほ銀行)入行

平成３年５月 同行クアラルンプール駐在員事務

所所長

〃 ６年１月 同行国際統括部参事役

〃 14年４月 ㈱みずほコーポレート銀行業務監

査部部長代理

〃 15年３月 同行人事部付参事役 

㈱オーシカ出向

〃 16年１月 同行退職 

㈱オーシカ管理部次長

〃 17年11月 ㈱みずほ銀行人事部嘱託

〃 18年６月 当社常勤監査役就任(現任)

監査役 西 村 和 央 昭和16年10月24日生

昭和39年３月 慶応義塾大学文学部卒業

※３ 34

 〃 50年４月 当社入社

平成５年６月 当社取締役総務部長

〃 12年６月 当社常勤監査役就任

〃 19年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 出 口 一 彦 昭和14年２月25日生

昭和37年３月 一橋大学経済学部卒業

※４ ２

 〃 37年４月 東京瓦斯㈱入社

平成６年６月 同社取締役経理部長

 〃 ８年６月 同社常勤監査役

〃 16年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 髙 井 延 幸 昭和15年１月２日生

昭和39年３月 東京大学経済学部卒業

※５ ２

 〃 39年４月 ㈱富士銀行(現㈱みずほ銀行)入行

平成２年７月 山武ハネウエル㈱(現㈱山武)入社

〃 ２年12月 同社取締役理財本部長

〃 ４年12月 同社常務取締役理財本部長

〃 10年６月 同社取締役副社長

〃 14年６月 同社代表取締役副社長

〃 16年６月 同社取締役執行役員副社長

〃 17年４月 同社取締役

〃 18年６月 当社監査役就任(現任)

計 66



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  （１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループは、企業価値の継続的な向上を図り、株主をはじめとするあらゆるステークホルダ

ーに対して、一層の経営の健全化、透明化、遵法化、効率化等をもって公正な経営を実現するこ

と、ならびに企業の社会的責任（ＣＳＲ）の取組み強化や取締役相互の経営監視とコンプライアン

スの徹底を図ることをコーポレート・ガバナンスの基本としております。 

  （２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

  １)会社の経営上の意思決定、執行および監督に対する経営管理組織その他のコーポレート・ガバナ

ンス体制の状況 

  Ⅰ．会社の機関の内容 

  ①監査体制としては従来より監査役制度を採用しております。 

  ②取締役会は原則毎月１回の定例取締役会のほか必要に応じて臨時取締役会を開催しております。ま

た業務執行の迅速化を図るため執行役員制度を導入しており、常務執行役員等をメンバーとした経

営会議において取締役会の決議事項に沿った業務執行を行うにあたり、原則毎月２回の定例会議の

ほか機動的に審議を行う場をもっております。このほかグループ幹部会議を設けており、グループ

の経営に関する重要事項について審議・決定しております。なお監査役は取締役会、経営会議のほ

か重要な会議に出席し、監査役会が定める方針に沿って取締役の職務執行全般に亘って監査を行

い、原則毎月１回開催される監査役会において監査実施内容の共有化等を図っております。 

  ③取締役は11名選任されており、このうち代表取締役は２名、社外取締役は４名となっております。

監査役は４名選任されており、このうち社外監査役は３名となっております。執行役員は13名選任

されており、このうち取締役の兼務者は５名となっております。 

  ④顧問弁護士からコーポレート・ガバナンス体制の充実などについて、必要に応じて助言・指導を受

けております。 

  ⑤遵法の徹底を目的としてコンプライアンス室を設置しております。 

  Ⅱ．内部統制システムの状況 

  ①当社グループは内部統制の目的を業務の有効性・効率性の確保、財務報告の信頼性の確保、法令遵

守、資産の保全であると認識し、内部統制の一層の強化・改善に注力しております。 

  ②内部監査室（専任２名）を設置し、内部監査の強化を図っております。また内部監査室は監査役と

日頃の意見交換のほか定期的に会合を持つとともに監査役会へ出席する等監査役と連携をとってお

ります。 

  ③ディスクロージャー委員会を設置し、会社情報の適時適切な開示を実施しております。 

  ④会社の経営に関する重要な決定事項は全て取締役会で討議・決議をされており、取締役相互の経営

監視の徹底を図っております。 

  ⑤監査役は取締役会等の重要な会議に出席し、経営全般ならびに個別案件に関する客観的で公平な意

見を述べるとともにコンプライアンスやリスク管理を含む内部統制システムの整備状況を確認する

等取締役の業務執行につき監視を徹底できるよう努めております。 

  Ⅲ．リスク管理体制の整備の状況 

  ①当社グループ全体のリスクを網羅的・横断的に管理する部門としてＣＳＲ推進部を設けておりま

す。ＣＳＲ推進部は各部門担当取締役やコンプライアンス室、内部監査室からリスク管理の状況の

報告を受け、適宜取締役会、監査役会に報告することとしております。 

  ②コンプライアンス室を中心として社員へ遵法の徹底を図っており、特に、過去における談合事件の

反省から入札価格の決定に関しては応札委員会を設置して監視を強化し、再発の防止に努めており



ます。 

  ③製品の品質に関しては、信頼性および正確性が最重視されることから、品質管理に力を注いでお

り、定期的に生産工場、生産子会社、外注部品業者等の品質監査の徹底を実施しております。 

  Ⅳ．会計監査の状況 

       当社の連結財務諸表及び財務諸表は、新日本監査法人の監査を受けております。 

       業務を執行した公認会計士の氏名及び継続監査年数は次の通りで、業務執行社員の他公認会計士

４名及び会計士補等７名が監査に従事しております。業務執行社員は、通常の会計監査の一環とし

て日頃の意見交換のほか定期的に会合を持つとともに監査役会へ出席する等経営監視の状況につい

て討議をしております。 

 
  ※継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

  Ⅴ．役員報酬の内容及び監査報酬の内容 

    ①取締役および監査役の報酬内容としては取締役に90百万円、監査役に23百万円となっており

ます。 

     ②当社が監査法人と締結した公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は35百万

円となっております。 

  ２）会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関

係の概要 

   社外取締役４名は親会社である㈱山武の執行役員であります。その他社外監査役は３名で、当社と

の利害関係はありません。 

  ３）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組み 

  Ⅰ．平成19年３月期は11回の取締役会を開催しております。 

  Ⅱ．環境への配慮やリスクマネジメントの強化等、企業の社会的責任（ＣＳＲ）が拡大されてい 

    る動向をふまえ、内部監査室を含んだＣＳＲ推進部を設けております。 

  Ⅲ．会社情報の適時適切な開示を目的としてディスクロージャー委員会を設けております。 

  Ⅳ．ＩＲ活動の一環として当社ホームページにおいて迅速かつ正確な情報の開示に努めてまいり 

    ました。 

  

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数

業務執行社員

岩渕 信夫

新日本監査法人

－
中島 康晴 －
坂田 純孝 －
相山 一喜 －



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び第83期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成

18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び第84期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日ま

で)の連結財務諸表及び財務諸表については、新日本監査法人により監査を受けております。 

  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,301 2,026

 ２ 受取手形及び売掛金 ※７ 6,109 6,968

 ３ たな卸資産 4,182 3,904

 ４ その他 224 241

 ５ 貸倒引当金 △44 △36

   流動資産合計 12,772 40.4 13,103 42.2

Ⅱ 固定資産

 １  有形固定資産
※１ 
※２

  (1) 建物及び構築物 7,073 6,503

  (2) 機械装置及び運搬具 1,924 1,576

  (3) 土地 ※４ 5,268 5,267

  (4) その他 375 307

   有形固定資産合計 14,642 46.3 13,654 44.0

 ２  無形固定資産 360 1.1 348 1.1

 ３  投資その他の資産

   (1) 投資有価証券
※２ 
※３

3,292 3,423

  (2) その他 737 667

  (3) 貸倒引当金 △152 △142

   投資その他の資産合計 3,877 12.2 3,948 12.7

   固定資産合計 18,879 59.6 17,951 57.8

   資産合計 31,652 100.0 31,054 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 5,110 5,700

 ２ 短期借入金
※２ 
※６

10,200 10,200

 ３ 賞与引当金 252 255

 ４ その他 992 1,010

   流動負債合計 16,555 52.3 17,166 55.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 6,800 5,100

 ２ 再評価に係る繰延税金 
   負債

240 240

 ３ 繰延税金負債 947 991

 ４ 退職給付引当金 3,112 3,178

  ５ 担保提供損失引当金 ※２ 226 210

 ６ 連結調整勘定 28 ─

 ７ 負ののれん ─ 20

 ８ 長期未払金 148 118

   固定負債合計 11,503 36.3 9,861 31.7

   負債合計 28,059 88.6 27,027 87.0

(少数株主持分)

  少数株主持分 ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※５ 3,157 10.0 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 4,162 13.2 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 △5,164 △16.3 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※４ 53 0.1 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 1,386 4.4 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※５ △2 △0.0 ― ―

   資本合計 3,593 11.4 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

31,652 100.0 ― ―



  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 3,157 10.2

 ２ 資本剰余金 ― ― 4,162 13.4

 ３ 利益剰余金 ― ― △4,799 △15.5

 ４ 自己株式 ― ― △2 △0.0

   株主資本合計 ― ― 2,518 8.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 1,451 4.7

 ２ 土地再評価差額金 ※４ ― ― 56 0.2

   評価・換算差額等合計 ― ― 1,507 4.9

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 1 0.0

   純資産合計 ― ― 4,027 13.0

   負債純資産合計 ― ― 31,054 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 33,318 100.0 32,233 100.0

Ⅱ 売上原価 ※４ 25,441 76.4 25,591 79.4

   売上総利益 7,876 23.6 6,642 20.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※１ 
※４ 
※７

5,756 17.3 5,817 18.0

   営業利益 2,120 6.3 825 2.6

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 0 0

 ２ 受取配当金 54 55

 ３ 連結調整勘定償却額 8 ─

 ４ 負ののれん償却額 ─ 8

 ５ 退職給付引当金戻入額 171 ─

 ６ 賃貸料収入 71 117

 ７ その他 167 474 1.4 179 361 1.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 554 102

 ２ 退職給付引当金繰入額 ※４ 11 128

 ３ 製品補償費用 ─ 133

 ４ その他 ※４ 448 1,014 3.0 264 629 2.0

   経常利益 1,579 4.7 556 1.7

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 3 5

 ２ 債務免除益 372 ─

 ３ 事業再構築引当金戻入額 409 ─

 ４ 投資有価証券売却益 375 ─

 ５ 担保提供損失引当金戻入額 ─ 1,160 3.5 15 20 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除売却損 ※３ 172 20

 ２ 減損損失 ※５ 453 ─

  ３ 関係会社株式売却損 9 ─

 ４ 担保提供損失引当金繰入額 ※４ 226 ─

 ５ たな卸資産除売却損 174 ─

 ６ たな卸資産評価損 236 ─

 ７ 退職給付引当金繰入額 ※４ 5 ─

 ８ 事業再構築引当金 
   繰入額

※６ 308 ─

 ９ コージェネ事業整理損 7 ─

 10 土壌調査費用 ─ 1,595 4.8 14 34 0.1

   税金等調整前当期純利益 1,144 3.4 542 1.7

    法人税、住民税 
    及び事業税

126 174

    法人税等調整額 △22 103 0.3 ─ 174 0.5

    少数株主損(△)益 △13 0.0 ─ ─

   当期純利益 1,054 3.1 367 1.2



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,162

Ⅱ 資本剰余金期末残高 4,162

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △6,218

Ⅱ 利益剰余金増加高

  土地再評価差額金取崩
  額

0

  当期純利益 1,054 1,054

Ⅲ 利益剰余金期末残高 △5,164



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,157 4,162 △5,164 △2 2,153

連結会計年度中の変動額

 自己株式の取得 △0 △0

 自己株式の処分 0 0 0

 土地再評価差額金の取崩 △2 △2

 当期純利益 367 367

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

─ 0 364 △0 364

平成19年３月31日残高(百万円) 3,157 4,162 △4,799 △2 2,518

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,386 53 1,440 ─ 3,593

連結会計年度中の変動額

 自己株式の取得 △0

 自己株式の処分 0

 土地再評価差額金の取崩 △2

 当期純利益 367

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

64 2 67 1 69

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

64 2 67 1 433

平成19年３月31日残高(百万円) 1,451 56 1,507 1 4,027



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 1,144 542

   減価償却費 1,347 1,220

   減損損失 453 ─

   退職給付引当金の増加(減少△)額 △126 66

   貸倒引当金の増加(減少△)額 △140 △15

   賞与引当金の増加(減少△)額 10 2

   事業再構築引当金の増加(減少△)額 △227 ─

      担保提供損失引当金の増加 
      (減少△)額

226 △15

   受取利息及び配当金 △55 △55

   連結調整勘定償却額 △8 ─

   負ののれん償却額 ─ △8

   支払利息 554 102

   為替差益 △0 △0

   債務免除益 △372 ─

   投資有価証券売却益 △375 △0

   投資有価証券評価損 ― 1

   関係会社株式売却損 9 ─

   コージェネ事業整理損 7 ─

   固定資産売却益 △3 △5

   固定資産除売却損等 172 20

   土壌調査費用 ─ 14

   売上債権の減少(増加△)額 △961 △858

   たな卸資産の減少(増加△)額 899 277

   仕入債務の増加(減少△)額 △135 566

   未払消費税の増加(減少△)額 △7 △24

   その他 45 20

    小計 2,458 1,851

   利息及び配当金の受取額 55 55

   利息の支払額 △549 △108

   固定資産撤去に伴う支払額 △2 ─

   和解金・罰金等の支払額 △37 △29

   法人税等の還付額 ─ 9

   法人税等の支払額 △182 △127

   その他 △0 ─

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,742 1,651



 
  

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の純減少額 30 ─

   有形固定資産の取得による支出 △826 △186

   有形固定資産の売却による収入 212 7

   無形固定資産の取得による支出 △43 △76

   無形固定資産の売却による収入 0 ─

   投資有価証券等の取得による支出 △2 △2

   投資有価証券等の売却による収入 436 8

   子会社株式の売却による純資金収支 ※１ △522 ─

   短期貸付による支出 △0 △0

   短期貸付金の回収による収入 6 0

   長期貸付金の回収による収入 1 23

   その他 29 ─

   投資活動によるキャッシュ・フロー △678 △226

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額 8,500 ─

   長期借入による収入 8,500 ─

   長期借入金の返済による支出 △18,157 △1,700

   自己株式の純増加額 △0 △0

   財務活動によるキャッシュ・フロー △1,158 △1,700

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 8 0

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加（減少△)額 △85 △275

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,386 2,301

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 2,301 2,026



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前連結会計年度 当連結会計年度

1) 連結の範囲に関する事項

子会社は次の15社であり、全て連結しております。

株式会社青森製作所

和歌山精器株式会社

白河精機株式会社

株式会社金門白沢

株式会社金門会津

株式会社金門原町

株式会社金門瑞穂

株式会社金門唐津

株式会社金門岩瀬

金門環境設備株式会社

北海道金門工事株式会社

株式会社東北金門工事

株式会社金門管理

株式会社金山製作所

双葉精器株式会社

株式会社福岡製作所及び株式会社白沢管理は、当連

結会計年度中に清算結了しておりますが、清算結了

までの損益計算書を連結しております。

株式会社東北金門工事は、株式会社東部金門ガスサ

ービスを、平成17年９月１日付で吸収合併したた

め、合併期日までの損益計算書を連結しておりま

す。

株式会社金門光波は、平成17年10月１日付で株式会

社金門管理に社名変更をいたしました。また同日、

株式会社金門管理は会社分割を行い、株式会社金門

光波を新設分割法人として設立いたしました。

株式会社金門光波は、平成18年３月１日付で全保有

株式売却に伴い、当連結会計年度において連結の範

囲から除外しておりますが、それまでの損益計算書

を連結しております。なお、KIMMON ELECTRIC US 

L.P.、KIMMON ELECTRIC GENPAR US INC.は、同社の

子会社であったため、これらについても同様であり

ます。

金門電気株式会社は、平成17年４月１日付で全保有

株式売却に伴い、当連結会計年度において連結の範

囲から除外しております。

1) 連結の範囲に関する事項

子会社は次の12社であり、全て連結しております。

株式会社青森製作所 

和歌山精器株式会社 

白河精機株式会社 

株式会社金門白沢 

株式会社金門会津 

株式会社金門原町 

株式会社金門瑞穂 

株式会社金門唐津 

株式会社金門岩瀬 

金門環境設備株式会社 

北海道金門工事株式会社 

株式会社東北金門工事 

 

 

 

株式会社金門管理及び株式会社金山製作所並びに双

葉精器株式会社は、当連結会計年度中に清算結了し

ておりますが、清算結了までの損益計算書を連結し

ております。

 



 
  

前連結会計年度 当連結会計年度

2) 持分法の適用に関する事項

  シグマ工業株式会社は連結純損益及び連結利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため、持分法の適用から除外してお

ります。

2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。 

なお、シグマ工業株式会社の株式については、当連

結会計年度中に全株式を売却しております。

3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社15社の決算日は当社と同一の毎年３月31

日であります。

3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社12社の決算日は当社と同一の毎年３月31

日であります。

4) 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ 有価証券

  その他有価証券

 ａ 時価のあるも
の

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法により評価し

ております。なお、評価差

額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は総平均

法により算定しておりま

す。
 ｂ 時価のないも

の
総平均法による原価法によ

り評価しております。
ロ たな卸資産 主として移動平均法による

原価法により評価しており

ます。

4) 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ 有価証券

  その他有価証券

 ａ 時価のあるも

の

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法により評価し

ております。なお、評価差

額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定しており

ます。
ｂ  時価のないも

の
移動平均法による原価法に

より評価しております。
 ロ たな卸資産 同左

 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産 当社の工場設備は主として定

額法、その他の固定資産は定

率法によっております。 

ただし、一部の連結子会社及

び平成10年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備を除

く）については定額法によっ

ております。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産 平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除

く）については定額法、それ

以外の資産は定率法によって

おります。 

なお、主な耐用年数は、建物

及び構築物7年～38年、機械

装置及び運搬具2年～11年で

あります。

ロ 無形固定資産 定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。

 
ロ 無形固定資産 同左



 
  

前連結会計年度 当連結会計年度

 (3) 重要な引当金の計上基準  (3) 重要な引当金の計上基準

   イ 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別の債権の回収可能性を

検討して回収不能見積額を計

上しております。

 
   イ 貸倒引当金 同左

   ロ 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しておりま

す。

 
   ロ 賞与引当金 同左

ハ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上してお

ります。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額

を費用処理しております。

(一部の連結子会社について

は、金額が僅少につき一括償

却しております。) 

過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数に

よる按分額を費用処理してお

ります。 

数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数による按分額をそれぞれ

の発生の翌連結会計年度より

費用処理しております。

 

ハ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上してお

ります。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額

を費用処理しております。

(一部の連結子会社について

は、金額が僅少につき一括償

却しております。) 

数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数による按分額をそれぞれ

の発生の翌連結会計年度より

費用処理しております。

 

ニ 担保提供損失引

当金

資産の担保提供に伴い発生す

る損失に備えるため、当連結

会計年度末において合理的に

見積もられる金額を計上して

おります。  

ニ 担保提供損失引

当金

同左

 (4) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同左



 
  

  

前連結会計年度 当連結会計年度

 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

イ ヘッジ会計の方法

主として繰延ヘッジ処理によっております。

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段 金利キャップ取引

  ヘッジ対象 借入金の利息

ハ ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で想定

元本の合計額を現に存在する有利子負債の総額

の範囲内に限定して金利キャップ取引を行って

おります。

ニ ヘッジの有効性評価の方法

金利キャップ取引についてはヘッジ対象となる

負債に関する重要な条件がほぼ同一であるた

め、ヘッジに高い有効性があるものと判断して

おります。

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

イ ヘッジ会計の方法

       同左

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

   同左

ハ ヘッジ方針

       同左 

 

 

 

ニ ヘッジの有効性評価の方法

金利キャップ取引についてはヘッジ対象となる

負債に関する重要な条件がほぼ同一であるた

め、ヘッジに高い有効性があるものと判断して

おります。 

 なお、ヘッジ会計を適用した金利キャップ取

引は、当連結会計年度中に満了しております。

(6) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項

   消費税等の会計処理方法

   税抜方式を採用しております。

(6) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項

  消費税等の会計処理方法

            同左   

5) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法を採用しております。

5) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

6) 連結調整勘定の償却に関する事項

  金額に重要性のない場合は計上年度で全額償却し、

重要性のある場合は発生年度以降５年間で均等償却

しております。

6)      ──────────

7)       ────────── 7) のれん及び負ののれん償却に関する事項

  金額に重要性のない場合は計上年度で全額償却し、

重要性のある場合は発生年度以降５年間で均等償却

しております。

8) 利益処分項目等の取扱いに関する事項

  連結剰余金計算書は連結会社の利益処分について、

連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処理に

基づいて作成しております。

8)      ──────────

9) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資を計上しております。

9) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

            同左



会計処理の変更 

  

 

前連結会計年度 当連結会計年度

（固定資産の減損に係る会計基準）  

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日)) 及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準

適用指針第６号)を適用しております。  

 これにより税金等調整前当期純利益が453百万円減

少しております。  

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除し

ております。    

──────────

        ─────────―  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等）  

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準第5号)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基

準適用指針第8号)を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はありません。  

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

4,025百万円であります。  

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に

おける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。

        ──────────  （有価証券の評価基準及び評価方法）  

 従来、有価証券の評価方法は総平均法によっており

ましたが、当連結会計年度から移動平均法に変更して

おります。この変更は親会社である㈱山武との会計処

理の統一を図るものであります。 

 なお、この変更による影響額はありません。

        ──────────  （有形固定資産の減価償却の方法）  

 従来、有形固定資産の減価償却の方法は、当社の工

場設備は主として定額法、その他の固定資産は定率法

(ただし、一部の連結子会社及び平成10年4月1日以降

取得した建物(建物附属設備を除く)については定額

法)によっておりましたが、当連結会計年度から平成

10年4月1日以降取得した建物(建物附属設備を除く)は

定額法、その他の固定資産については定率法に変更し

ております。この変更は親会社である㈱山武との会計

処理の統一を図るものであります。この変更に伴い、

従来の方法によった場合に比べ、減価償却費は58百万

円少なく、営業利益は64百万円多く、経常利益は58百

万円多く、税金等調整前当期純利益は58百万円多く計

上されております。



次へ 

表示方法の変更 

  

 
  

  

前連結会計年度 当連結会計年度

        ────────── （連結貸借対照表）

(1)  当連結会計年度より、改正後の連結財務諸表規 

    則に基づき、固定負債の「連結調整勘定」は「負 

   ののれん」として表示しております。

(2)  個別財務諸表において、生産部門子会社に対す 

  る部品の完全有償支給化により、従来は「売掛金 

  」に含めて表示しておりました「有償支給未収入 

  金」を独立掲記したことに伴い、連結財務諸表に 

  おいても同様に、従来は「受取手形及び売掛金」 

  に含めて表示しておりました「有償支給未収入金 

  」（当連結会計年度は48百万円）を流動資産の 

  「その他」に含めて表示しております。なお、前 

  連結会計年度における「有償支給未収入金」の金 

  額は50百万円であります。

（連結損益計算書）

(1)  当連結会計年度より、改正後の連結財務諸表 

  規則に基づき、営業外収益の「連結調整勘定償却 

  額」は「負ののれん償却額」として表示しており 

  ます。

(2)  前連結会計年度において、営業外費用の「その 

 他」に含めて表示しておりました「製品補償費用」  

 (前連結会計年度は64百万円)は、営業外費用の総 

 額の100分の10超となりましたので、当連結会計年 

 度より区分掲記しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

(1)  当連結会計年度より、連結損益計算書の営業外 

  収益の「連結調整勘定償却額」を「負ののれん償 

  却額」に変更したことに伴い、連結キャッシュ・ 

  フロー計算書の「連結調整勘定償却額」は「負の 

  のれん償却額」と表示しております。

(2)  前連結会計年度において、営業キャッシュ・フ 

  ローの「法人税等の支払額」に含めて表示してお 

  りました「法人税等の還付額」は、親会社である 

  ㈱山武との表示方法の統一を図るため、当連結会 

  計年度より区分掲記しております。なお、前連結 

  会計年度の「法人税等の還付額」は 6百万円であ 

  ります。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

前連結会計年度 当連結会計年度

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 20,586百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 16,634百万円

 

※２ 担保提供資産

 ① 建物 6,436百万円

土地 4,587

合計 11,023

上記資産を親会社である㈱山武の連帯保証に対し
て担保に供しております。この連帯保証に対応す
る金融機関からの借入金は長期借入金8,500百万
円(1年以内返済予定を含む)、短期借入金8,500百
万円の総額17,000百万円であります。 
 なお、上記金額以外に投資有価証券3,229百万
円(期末帳簿価額)及び連結子会社株式421百万円
(連結財務諸表上は消去されております)が担保予
約となっております。

 

※２ 担保提供資産

 ① 建物 5,931百万円

土地 4,586

合計 10,518

上記資産を親会社である㈱山武の連帯保証に対し
て担保に供しております。この連帯保証に対応す
る金融機関からの借入金は長期借入金6,800百万
円(1年以内返済予定を含む)、短期借入金8,500百
万円の総額15,300百万円であります。 
 なお、上記金額以外に投資有価証券3,362百万
円(期末帳簿価額)及び連結子会社株式766百万円
(連結財務諸表上は消去されております)が担保予
約となっております。

 
 ② 土地 226百万円

上記資産を他社債務286百万円の担保に供してお
ります。 
 なお、担保提供損失引当金を計上しておりま
す。

 
 ② 土地 226百万円

上記資産を他社債務210百万円の担保に供してお
ります。 
 なお、担保提供損失引当金を計上しておりま
す。

※３ 非連結子会社及び関連会社に係る注記

投資有価証券(株式) 0百万円

        ──────────

 

※４ 事業用土地の再評価に関する注記
当社は「土地の再評価に関する法律」(平成10年
３月31日公布法律第34号)に基づき、事業用土地
の再評価を行い、土地再評価差額金を資本の部に
計上しております。
「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年
３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める
地価税の計算のために公表された方法により算定
した価額に合理的な調整を行い算出しておりま
す。

再評価を行った年月日 平成12年3月31日

再評価を行った事業用土地の期末における時価の
合計額と、再評価後の帳簿価額の合計額との差額
は271百万円であります。

 

※４ 事業用土地の再評価に関する注記
当社は「土地の再評価に関する法律」(平成10年
３月31日公布法律第34号)に基づき、事業用土地
の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部
に計上しております。
「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年
３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める
地価税の計算のために公表された方法により算定
した価額に合理的な調整を行い算出しておりま
す。

再評価を行った年月日 平成12年3月31日

再評価を行った事業用土地の期末における時価の
合計額と、再評価後の帳簿価額の合計額との差額
は296百万円であります。

 

※保証債務
連帯保証債務
 従業員の28百万円の借入に対し連帯保証しておりま
す。

※保証債務
連帯保証債務

従業員の24百万円の借入に対し連帯保証しておりま
す。

   受取手形割引高 999百万円    受取手形割引高 ──百万円

※５ 自己株式の保有数
連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式
の数は、以下の通りであります。
 普通株式             12,404株

なお、当社の発行済株式総数は

 普通株式                    60,305,748株
 第Ⅱ種優先株式              6,000,000

であります。

       ──────────



次へ 

 
  

前連結会計年度 当連結会計年度

   
※６ 当社は取引銀行５行とコミットメントライン契約

を締結しております。この契約に基づく当連結会
計年度末の借入実行残高は次の通りであります。 
コミットメントラインの総額   8,500百万円 
借入残高            8,500百万円

※６ 当社は取引銀行５行とコミットメントライン契約
を締結しております。この契約に基づく当連結会
計年度末の借入実行残高は次の通りであります。 
コミットメントラインの総額    8,500百万円 
借入残高             8,500百万円

────────── ※７  連結会計年度末日満期手形の会計処理について 
は、手形交換日をもって決済処理しております。 
当連結会計年度から親会社である㈱山武との会計 
処理の統一を図るために、期末日満期手形の会計 
処理を満期日に決済処理する方法から手形交換日 
をもって決済処理する方法に変更しております。 
 なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で 
あったため、次の連結会計年度末日満期手形が、 
連結会計年度末残高に含まれております。

    受取手形            180百万円



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度 当連結会計年度

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要なものは次の通
りであります。
役員報酬 186百万円

給与手当    2,340

賃借料     606
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要なものは次の通
りであります。
役員報酬 198百万円

給与手当     2,582

賃借料       629

   

※２ 固定資産売却益の主な内容
土地 3百万円

※２ 固定資産売却益の主な内容
土地他 5百万円

※３ 固定資産除売却損の主な内訳 ※３ 固定資産除売却損の主な内訳

 

機械装置及び運搬具    119百万円

土地     30

工具器具及び備品         17

建物及び構築物他          5

 

建物及び構築物     14百万円

無形固定資産他         5

※４ 引当金繰入額は次の通りであります。

科目

販売費及
び一般管
理費
(百万円）

製造 
費用

(百万円）

営業外 
費用

(百万円）

特別 
損失

(百万円）

合計
(百万円）

賞与 
引当金 114 148 ― ― 263

退職給付
引当金 150 107 11 5 274

貸倒 
引当金 6 ― ― ― 6

担保提供 
損失引当
金 ― ― ― 226 226

 

※４ 引当金繰入額は次の通りであります。

科目
販売費及び
一般管理費
(百万円）

製造
費用

(百万円）

営業外 
費用

(百万円）

合計
(百万円）

賞与
引当金 110 144 ─ 255

退職給付
引当金 163 137 128 429

貸倒
引当金 4 ─ 0 4



 
  

前連結会計年度 当連結会計年度

 

 

※５ 減損損失

  当連結会計年度において、当社グループは以下 
  の資産について減損処理を行っております。
 ①減損損失計上額

場所 用途 種類
減損損失 
(百万円)

  
宮城県 
黒川郡 
大衡村

賃貸資産

建物 370

構築物 20

土地 8

備品他 0

小計 399

三重県 
津市

遊休資産
土地 53

小計 53

減損損失計上額 453

 ②事業再構築引当金取崩額

場所 用途 種類
減損損失 
（百万円）

福島県 
郡山市

遊休資産
土地 124

小計 124

福島県 
大沼郡 
金山町

遊休資産

建物 54

構築物 8

土地 17

小計 80

福島県 
双葉郡 
浪江町

遊休資産

建物 699

構築物 88

土地 372

小計 1,160

合計 1,365

事業再構築引当金 
取崩額

△1,365

 当社グループは、事業に供している資産については管
理会計上の区分を基に事業部単位に、また、遊休資産及
び賃貸資産は、個々の物件単位毎にグループ化を行い減
損について判定を行っております。
 遊休資産及び建物、土地等の市場価格が著しい下落の
状態にある賃貸資産については、帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、①宮城県黒川郡大衡村及び三重県津市の
減少額を減損損失453百万円として特別損失に計上し、
②福島県郡山市、福島県大沼郡金山町及び福島県双葉郡
浪江町の減少額は前連結会計年度末において計上済の事
業再構築引当金を1,365百万円取崩し、相殺しておりま
す。なお回収可能価額は、不動産鑑定評価額に基づく正
味売却価額により測定しております。

 ──────────

※６ 事業再構築引当金繰入額の内訳 

子会社の再編に係るもの      308百万円
               ──────────

※７ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、 

   174百万円であります。 

※７ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、 

   188百万円であります。 



前へ   次へ 

(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

普通株式増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 1,740株 

普通株式減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少 360株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 60,305,748 ― ― 60,305,748

第Ⅱ種優先株式(株) 6,000,000 ― ― 6,000,000

合計 66,305,748 ― ― 66,305,748

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 12,404 1,740 360 13,784



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度 当連結会計年度

 

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

   表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,301 百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金等

─

現金及び現金同等物 2,301
 

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

  表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,026 百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金等

─

現金及び現金同等物 2,026

※１ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社 

   の資産及び負債の主な内容

        ──────────

 株式の売却により金門電気株式会社、株式会社金門

光波及びその子会社であるKIMMON  ELECTRIC  US 

L.P.、KIMMON ELECTRIC GENPAR US INC.を連結の範囲

から除外したことに伴う売却時の資産及び負債の内訳

並びに金門電気株式会社株式、株式会社金門光波株式

及びその子会社株式の売却価額と売却による純資金収

支は次の通りであります。 

（金門電気株式会社）

 

流動資産 2,440 百万円

固定資産 429

流動負債 △2,196

固定負債 △319

その他有価証券評価差額金 0

固定資産に関する未実現利益 △126

事業再構築引当金 △217

株式の売却価額 9

現金及び現金同等物 △367

子会社株式の売却による純資金
収支

△358

 （株式会社金門光波及びその子会社）

 

流動資産 531 百万円

固定資産 17

流動負債 △359

固定負債 △169

少数株主持分 △0

為替換算調整勘定 △0

関係会社株式売却損 △9

株式の売却価額 10

現金及び現金同等物 △174

子会社株式の売却による純資金
収支

△164

※ 重要な非資金取引の内容               ──────────

   債務免除を受けた長期借入金     372百万円



(リース取引関係) 

  

前連結会計年度 当連結会計年度

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

1) 借手側 

(1)リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

機械装置 
及び 

運搬具

その他の有
形固定資産 
(工具器具及

び備品)

無形固定資
産(ソフト
ウェア)

 合 計  

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 
相当額

310 823 158 1,291

減価償却 
累計額相 
当額

35 351 9 396

期末残高 
相当額

274 471 148 895

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 

 

機械装置 
及び 
運搬具

その他の有
形固定資産
(工具器具及

び備品)

無形固定資
産(ソフト
ウェア)

  合 計 

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額
相当額

431 786 376 1,594

減価償却
累計額相 
当額

81 463 75 620

期末残高
相当額

350 322 300 973

 (注)取得価額相当額は、従来、未経過リース料期末  

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法で表示しておりましたが、

重要性が増したため、当連結会計年度より原則的方

法による表示に変更しております。 

なお、支払利子込み法によった場合は下記の通りで

あります。

機械装置 
及び 
運搬具

その他の有
形固定資産
(工具器具及

び備品)

無形固定資
産(ソフト
ウェア)

合計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額
相当額

510 865 405 1,781

減価償却
累計額相 
当額

94 514 81 690

期末残高
相当額

415 351 324 1,091

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 303百万円

１年超 591

合計 895

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

 

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 332百万円

１年超 663

合計 995

 (注)未経過リース料期末残高相当額は、従来、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法で表示してお

りましたが、重要性が増したため、当連結会計年度

より原則的方法による表示に変更しております。 

なお、支払利子込み法によった場合は下記の通りで

あります。

１年以内 368百万円

１年超 722

合計 1,091



前へ   次へ 

 
  

  

前連結会計年度 当連結会計年度

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 173百万円

減価償却費相当額 173

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 397百万円

減価償却費相当額 363

支払利息相当額 43

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

 

(2)オペレーティング・リース取引
  未経過リース料

１年以内 0百万円

１年超 3

合計 4

2) 貸手側
オペレーティング・リース取引
未経過リース料

１年以内 6百万円

１年超 17

合計 23



(有価証券関係) 

前連結会計年度 

１ 時価のある有価証券 

満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

その他有価証券 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。また、期末における時価が取得原価に比べ50％以上

下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当社グループにおける規定に従い、

該当した銘柄を減損処理しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

その他有価証券 

  

 
  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

  

区分

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

 株式 475 2,820 2,344

小計 475 2,820 2,344

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

 株式 60 50 △9

小計 60 50 △9

合計 535 2,870 2,334

区分

前連結会計年度 
(平成18年３月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 422

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

436 375 ―



当連結会計年度 

１ 時価のある有価証券 

満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

その他有価証券 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。また、期末における時価が取得原価に比べ50％以上

下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当社グループにおける規定に従い、

該当した銘柄を減損処理しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

  

その他有価証券 

  

 
  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

該当事項はありません。 

  

 
  

区分

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

 株式 496 2,952 2,455

小計 496 2,952 2,455

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

 株式 60 48 △11

小計 60 48 △11

合計 557 3,001 2,443

区分

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 421



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

金利キャップ取引はヘッジ会計を適用しております。 

デリバティブ取引の実行及び管理は、「社内管理規定」に従い行っております。この規定に取引権限

の内容及び取引限度額等が明示されております。 

なお、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不

履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。 

取引の時価等に関する事項は、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いておりま

す。 
  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、従来ヘッジ会計を適用していた金利キャップ取引は、当連結会計年度中に満了しております。

  

  

  



(退職給付関係) 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要
  当社は、退職一時金制度を設けております。
  当社の厚生年金基金は平成17年３月25日厚生労働大

臣より厚生年金基金解散が認可され、同日解散をい
たしました。

  連結子会社は、確定給付型の適格退職年金制度及び
中小企業退職金共済制度又は退職一時金制度を設け
ております。

１ 採用している退職給付制度の概要
  当社は、退職一時金制度を設けております。
  連結子会社は、確定給付型の適格退職年金制度及び

中小企業退職金共済制度又は退職一時金制度を設け
ております。

  

 

２ 退職給付債務に関する事項
(単位 百万円)

① 退職給付債務の額 △5,092

② 年金資産の額 600

③ 小計(①+②) △4,492

④ 会計基準変更時差異の未処理額 1,160

⑤ 未認識数理計算上の差異 219

⑥ 退職給付引当金(③+④+⑤) △3,112

(注） 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあ 
 たり、簡便法を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項
(単位 百万円)

① 退職給付債務の額 △5,109

② 年金資産の額(注)2 645

③ 小計(①+②) △4,463

④ 会計基準変更時差異の未処理額 1,031

⑤ 未認識数理計算上の差異 254

⑥ 退職給付引当金(③+④+⑤) △3,178

(注）1. 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあ 
  たり、簡便法を採用しております。
2. ②年金資産の額は、簡便法を採用している連結

子会社の適格退職年金資産及び中小企業退職共
済積立金であります。

 

３ 退職給付費用に関する事項

(単位 百万円)

① 勤務費用(注)2 119

② 利息費用 72

③ 期待運用収益 △0

④ 会計基準変更時差異の費用処理額 132

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 70

⑥ 過去勤務債務の費用処理額(注)1 △292

⑦ 退職給付費用(①+②+③+④+⑤+⑥) 103
 

３ 退職給付費用に関する事項

(単位 百万円)

① 勤務費用(注) △191

② 利息費用 △72

③ 会計基準変更時差異の費用処理額 △128

④ 数理計算上の差異の費用処理額 △36

⑤ 退職給付費用(①+②+③+④) △429

(注）１ 当社において、退職給付制度における給付水

準減額の制度変更がおこなわれたことによる

費用処理額であります。また、一部の子会社

において、適格退職年金制度及び退職一時金

制度における給付水準減額の制度変更がおこ

なわれたことによる費用処理額であります。

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、①勤務費用に計上しております。

(注）  簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、①勤務費用に計上しております。



前へ   次へ 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

割引率 2.2％

期待運用収益率 2.2％

退職給付見込額の

期間配分方法

当社はポイント基準及び期間定

額基準を採用し、連結子会社は

期間定額基準を採用しておりま

す。

過去勤務債務の額

の処理年数

５年 

(発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定年数による按

分額を費用処理しておりま

す。)

数理計算上の差異

の処理年数 

 

13年～14年 

(発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定年数による按

分額を費用処理しております。

ただし、翌連結会計年度から費

用処理することとしておりま

す。)

会計基準変更時差

異の処理年数

15年で処理しておりますが、一

部の連結子会社については金額

が僅少につき一括償却しており

ます。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

割引率 2.0％

退職給付見込額の

期間配分方法

当社はポイント基準を採用して

おります。

   

 

 

 

 

数理計算上の差異

の処理年数 

 

13年 

(発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定年数による按

分額を費用処理しております。

ただし、翌連結会計年度から費

用処理することとしておりま

す。)

会計基準変更時差

異の処理年数

15年で処理しておりますが、一

部の連結子会社については金額

が僅少につき一括償却しており

ます。



前へ 

(税効果会計関係) 

  

 
  

(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

       該当事項はありません。 

  

前連結会計年度 当連結会計年度

 

１ 繰延税金資産、繰延税金負債及び再評価に係る繰延

税金負債の発生の主な原因別の内訳

主な原因 金額（百万円）

繰延税金資産(流動資産)

 賞与引当金 95

 たな卸資産除却損 22

 たな卸資産評価損 94

 未払事業税他 14

小計 226

 評価性引当額 △226

繰延税金資産(流動資産)合計 ─

繰延税金資産(投資その他の資産)

 貸倒引当金 26

 退職給付引当金 1,244

 減損損失 288

 税務上の繰越欠損金 2,954

 その他 215

小計 4,728

 評価性引当額 △4,728

 繰延税金資産 
 (投資その他の資産)合計

─

繰延税金負債(固定負債)

 その他有価証券評価差額金 947

再評価に係る繰延税金負債 240
 

１ 繰延税金資産、繰延税金負債及び再評価に係る繰延

税金負債の発生の主な原因別の内訳

主な原因 金額（百万円）

繰延税金資産(流動資産)

賞与引当金 95

たな卸資産評価損 70

未払事業税他 23

小計 189

評価性引当額 △189

繰延税金資産(流動資産)合計 ─

繰延税金資産(投資その他の資産)

貸倒引当金 29

退職給付引当金 1,266

減損損失及び減価償却費 285

税務上の繰越欠損金 3,115

その他 165

小計 4,862

評価性引当額 △4,862

繰延税金資産
 (投資その他の資産)合計

─

繰延税金負債(固定負債)

その他有価証券評価差額金 991

再評価に係る繰延税金負債 240

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

主な項目 率

法定実効税率  40.6％

 交際費等永久に損金に算入されな
い項目

  3.2％

 受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目

 △0.6％

 住民税等均等割   4.2％

 未実現利益に係る税効果未認識額 △12.0％

 評価性引当額の減少他 △26.3％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

  9.1％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

主な項目 率

法定実効税率  40.6％

交際費等永久に損金に算入されな
い項目

  5.9％

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目

 △1.7％

 住民税等均等割   8.8％

未実現利益に係る税効果未認識額    4.4％

 評価性引当額の減少他 △25.8％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

 32.2％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は、「事業再生計画」によるコア事業への事業の選択と集中を行っており、前連結会計年度にお

いてコージェネ事業及び石英事業の事業売却を実施し、当連結会計年度においても照明事業及びその他

事業（光学機器）の売却を行っております。その結果として、当連結会計年度より計量計測事業の売上

高、営業利益及び資産の金額が、全セグメントの売上高、営業利益及び資産の合計額に占める割合のい

ずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。なお、従来「その

他事業」に含めていた新商品については、当連結会計年度より当社の組織変更等により「計量計測事

業」に含めることとしております。これによる影響は僅少であります。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社グループは、計量計測機器の製造販売並びにこれらに関連する業務の単一事業であるため、事業

の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいず

れも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別

セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(1) 法人主要株主等 

 
(取引条件及び取引条件の決定方針等) 

(注) １ 当社の金融機関からの短期及び長期借入金に対し同社が連帯保証したものであります。 

    ２ 当該連帯保証に対して建物6,436百万円・土地4,587百万円の担保提供を行っております。 

    ３ 当該連帯保証に対して投資有価証券3,229百万円及び連結子会社株式421百万円(連結財務諸表上は消去され

ております)が担保予約となっております。 

    

 
(取引条件及び取引条件の決定方針等) 

(注) ㈱産業再生機構は当社が発行した第Ⅰ種優先株式を所有しておりましたが、平成17年12月20日付けで当該株式

を㈱山武にすべて売却しており、その時点をもって主要株主ではなくなっております。なお上表は、議決権の

所有割合は売却直前の所有割合を、取引金額は期首から売却日前日までの金額を、残高は売却前日の残高を記

載しております。 

    

(2) 役員及び主要株主等 

   該当事項はありません。 
  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 

(百万円）
事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有）
割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会
社

㈱山武
東京都
千代田
区

10,522

各種オート
メーション
等の機器・
システムの
製造・販売

(被所有)
直接 
43.31

─
連帯
保証

当社借入に対
する連帯保証

17,000 ― ―

(注)1

上記連帯保証
に係る建物・
土地の担保提
供(注)2

11,023 ― ―

上記連帯保証
に係る投資有
価証券等の担
保予約(注)3

3,650 ― ―

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 

(百万円）
事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有）
割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
残高 

（百万円）役員の
兼任等

事業上
の関係

主要 
株主

㈱産業 
再生機
構

東京都 
千代田
区

50,507
事業再生の

支援

(被所有） 
直接 
14.96

2名 ―

資金の返済 560 短期借入金 1,098

長期借入金 10,055

利息の支払 257 未払費用 76



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

 
(取引条件及び取引条件の決定方針等) 

 (注)１ 当社の金融機関からの短期及び長期借入金に対し同社が連帯保証したものであります。 

   ２ 当該連帯保証に対して建物5,020百万円・土地3,178百万円の担保提供を行っております。 

   ３ 当該連帯保証に対して投資有価証券3,362百万円及び連結子会社株式766百万円(連結財務諸表上は消去され

ております)が担保予約となっております。 

  

(2) 役員及び主要株主等 

   該当事項はありません。 

  

  

  

(企業結合等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 該当事項はありません。 

   

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 

(百万円）
事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有）
割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会
社

㈱山武
東京都
千代田
区

10,522

各種オート
メーション
等の機器・
システムの
製造・販売

(被所有)
直接 
43.34

出向
7名

連帯
保証

当社借入に対
する連帯保証

15,300 ― ―

(注)1

上記連帯保証
に係る建物・
土地の担保提
供(注)2

8,199 ― ―

上記連帯保証
に係る投資有
価証券等の担
保予約(注)3

4,129 ― ―



(１株当たり情報) 
  

 
(注) １ １株当たり純資産額については、優先株式の払込金額を控除して算定しております。 

２ 前々連結会計年度中におきまして、従来㈱産業再生機構、㈱りそな銀行、㈱みずほコーポレート銀行が所有

していた第Ⅰ種及び第Ⅱ種優先株式は、㈱山武に譲渡されております。そのうち従来㈱産業再生機構所有の

第Ⅰ種優先株式6,000,000株については、前連結会計年度中に普通株式に転換されております。 

３ 算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

 １株当たり純資産額  

 
  

 １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 
  

 
  

  

前連結会計年度 当連結会計年度

１株当たり純資産額 9.85円 １株当たり純資産額 17.02円

１株当たり当期純利益 27.19円 １株当たり当期純利益 6.10円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

12.54円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

4.37円

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計
額(百万円)

― 4,027

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 1,025

差額の主な内訳(百万円) 
  第Ⅱ種優先株式の払込金額

― 3,000

  少数株主持分 ─ 1

普通株式の発行済株式数(株)    ― 60,305,748

普通株式の自己株式数(株) ― 13,784

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式数(株)

― 60,291,964

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益 
(百万円)

1,054 367

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,054 367

普通株式に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 38,781,718 60,292,478

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益の算定に用いられた当期純利益調
整額の主要な内訳(百万円)

― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益の算定に用いられた普通株式増加
数 
  第Ⅰ種優先株式（株） 
  第Ⅱ種優先株式（株）

21,512,804
23,809,523

―               
23,809,523

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり当期純利益の算
定に含めなかった潜在株式の概要

― ―



(重要な後発事象) 

 前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

 当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 当社は、平成１９年６月１１日付で、ＬＰガス販売事業者に対し、一部の当社製ＬＰガス用Ｓ 

  型マイコンメーターについて、遮断弁動作点検のお願いを社告致しました。 

  これは、設置後、稀にメーターの遮断弁が正常に動作しなくなる場合があるため、点検の結 

 果、万一遮断動作が行われなかった場合には、交換メーターを提供するとするものです。 

  なお、点検確認後に適宜対応していくため、現時点において翌期以降の損益に与える影響を合 

 理的に見積もることは困難であります。 

  



⑥ 【連結附属明細表】 

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後４年内における返済予定額は次のとおりで 

あります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 8,500 8,500 0.9 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,700 1,700 1.1 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

6,800 5,100 1.1 平成23年3月

合計 17,000 15,300 ― ―

区分 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内

長期借入金(百万円) 1,700 1,700 1,700



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 

第83期
(平成18年３月31日)

第84期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,560 1,148

 ２ 受取手形 ※８ 1,044 2,180

 ３ 売掛金 ※２ 5,398 4,581

 ４ 有償支給未収入金 ※２ ─ 2,876

 ５ 商品 336 418

 ６ 製品 340 345

 ７ 原材料 1,162 199

 ８ 仕掛品 1,003 386

 ９ 貯蔵品 42 54

 10 前払費用 43 32

 11 未収入金 ※２ 571 214

 12 その他 202 160

 13 貸倒引当金 △43 △35

   流動資産合計 11,662 35.7 12,563 39.2

Ⅱ 固定資産

 １  有形固定資産 ※１

  (1) 建物 11,297 12,316

    減価償却累計額 6,754 4,543 7,122 5,193

  (2) 構築物 1,201 1,234

    減価償却累計額 801 400 846 388

  (3) 機械及び装置 5,985 6,592

    減価償却累計額 4,820 1,165 5,104 1,488

  (4) 車輌及び運搬具 46 49

    減価償却累計額 42 3 44 5

  (5) 工具器具及び備品 3,121 3,226

    減価償却累計額 2,819 302 2,937 289

  (6) 土地 ※３ 3,381 3,739

  (7) 建設仮勘定 11 9

   有形固定資産合計 9,808 30.0 11,114 34.7

 



 

第83期
(平成18年３月31日)

第84期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ２ 無形固定資産

  (1) 特許権 14 11

  (2) 借地権 128 128

  (3) 商標権 4 3

  (4) ソフトウェア 173 169

  (5) その他 18 18

   無形固定資産合計 339 1.0 331 1.1

 ３  投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※１ 3,229 3,362

  (2) 関係会社株式 ※１ 421 766

  (3) 関係会社社債 3,355 3,355

  (4) 出資金 110 98

  (5) 長期貸付金 175 153

  (6) 関係会社長期貸付金 4,596 35

  (7) 破産更生等債権 112 80

  (8) 長期前払費用 5 ─

   (9) その他 290 294

  (10) 貸倒引当金 ※４ △1,388 △142

   投資その他の資産合計 10,907 33.3 8,004 25.0

   固定資産合計 21,055 64.3 19,450 60.8

   資産合計 32,718 100.0 32,014 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※２ 2,687 3,173

 ２ 買掛金 ※２ 4,357 4,471

 ３ 短期借入金
※１ 
※７

10,200 10,200

 ４ 未払金 52 64

 ５ 未払法人税等 41 38

 ６ 未払事業所税 11 11

 ７ 未払消費税等 59 ─

 ８ 未払費用 370 371

 ９ 前受金 7 0

 10 預り金 88 68

 11 賞与引当金 129 128

 12 固定資産取得支払手形 15 30

   流動負債合計 18,021 55.1 18,559 58.0

 



 
  

第83期
(平成18年３月31日)

第84期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 6,800 5,100

 ２ 再評価に係る繰延税金 
   負債

240 240

 ３ 繰延税金負債 935 989

 ４ 退職給付引当金 2,882 2,888

 ５ 担保提供損失引当金 ※１ 226 210

 ６ 長期未払金 148 118

    固定負債合計 11,232 34.3 9,547 29.8

    負債合計 29,254 89.4 28,107 87.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※５ 3,157 9.6 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

  資本準備金 4,162 12.7 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 393 ―

 ２ 当期未処理損失 5,670 ―

    利益剰余金合計 △5,276 △16.1 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３ 53 0.2 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 1,369 4.2 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※６ △2 △0.0 ― ―

   資本合計 3,463 10.6 ― ―

   負債・資本合計 32,718 100.0 ― ―



  

 
  

  

第83期
(平成18年３月31日)

第84期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ─ ― 3,157 9.9

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ─ 4,162

  (2) その他資本剰余金 ─ 0

    資本剰余金合計 ― ― 4,162 13.0

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 393

  (2) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― △5,309

    利益剰余金合計 ― ― △4,915 △15.4

 ４ 自己株式 ― △2

   株主資本合計 ― ― 2,401 7.5

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― 1,448

 ２ 土地再評価差額金 ※３ ― 56

   評価・換算差額等合計 ― ― 1,504 4.7

   純資産合計 ― ― 3,906 12.2

   負債純資産合計 ― ― 32,014 100.0



② 【損益計算書】 
  

 
  

第83期
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

第84期 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 製品売上高 22,235 20,437

 ２ 商品売上高 8,489 9,187

 ３ 貯蔵品売上高 115 30,839 100.0 361 29,985 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品期首たな卸高 426 336

 ２ 製品期首たな卸高 475 340

 ３ 当期商品仕入高 ※２ 6,726 8,126

 ４ 当期製品仕入高 ※２ 4,018 11,488

 ５ 当期製品製造原価 13,048 4,605

 ６ 貯蔵品売上原価 51 158

           合計 24,747 25,056

 ７ 他勘定振替高 ※１ 105 77

 ８ 商品期末たな卸高 336 418

 ９ 製品期末たな卸高 340 23,964 77.7 345 24,215 80.8

     売上総利益 6,874 22.3 5,770 19.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※３ 
※８

4,911 15.9 5,166 17.2

   営業利益 1,962 6.4 604 2.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 0 0

 ２ 受取配当金 51 51

 ３ 賃貸料収入 ※２ 718 760

 ４ 貸付金利息 ※２ 176 48

 ５ 退職給付引当金戻入額 171 ─

 ６ 雑収入 99 1,216 3.9 131 991 3.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 554 102

 ２ 賃貸固定資産減価償却費 588 614

 ３ 製品補償費用 ─ 132

 ４ 雑損失 365 1,509 4.9 337 1,188 4.0

   経常利益 1,670 5.4 407 1.3



 
  

第83期
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

第84期 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※４ ― 4

 ２ 担保提供損失引当金戻入額 ─ 15

 ３ 事業再構築引当金戻入額 448 ─

 ４ 投資有価証券売却益 363 812 2.6 ─ 20 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除売却損 ※５ 58 6

 ２ 減損損失 ※６ 453 ─

 ３ 担保提供損失引当金繰入額 226 ─

 ４ 子会社清算損 1 ─

 ５ コージェネ事業整理損 7 ─

 ６ たな卸資産除売却損 ※２ 174 ─

 ７ たな卸資産評価損 171 ─

 ８ 事業再構築引当金繰入額 ※７ 335 ─

 ９ 土壌調査費用 ─ 1,429 4.6 14 21 0.1

   税引前当期純利益 1,053 3.4 406 1.3

   法人税、住民税及び事業税 43 42

   法人税等調整額 △0 43 0.1 ─ 42 0.1

   当期純利益 1,009 3.3 363 1.2

   前期繰越損失 6,680 ―

   土地再評価差額金取崩額 0 ―

   当期未処理損失 5,670 ―



製造原価明細書 

  

 
  

(脚注) 

  

 
  

  

第83期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第84期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 ※９ 8,304 64.8 2,298 50.5

Ⅱ 労務費 734 5.7 769 16.9

Ⅲ 経費 3,780 29.5 1,483 32.6

  (うち外注加工費） (3,067) (772)

  (うち減価償却費) (285) (236)

  (うち賃借料) (106) (243)

  当期総製造費用 12,818 100.0 4,551 100.0

  仕掛品期首たな卸高 1,460
1,003 

 

合計 14,278 5,554

  他勘定振替高 ※10 226 562

  仕掛品期末たな卸高 1,003 386

  当期製品製造原価 ※11 13,048 4,605

第83期 第84期

        ────────── 

 

※９ 生産部門子会社への完全有償支給化に伴う当初支

給額987百万円を控除しております。

※10 他勘定振替高の内訳は、たな卸資産除売却損125百

万円、たな卸資産評価損97百万円、経常研究費他4百

万円であります。

※10 他勘定振替高の内訳は、生産部門完全子会社への

完全有償支給化に伴う当初支給額559百万円、経常研

究費他2百万円、計562百万円であります。

※11 当期製品製造原価には、経常研究に係る研究開発

費用(人件費、減価償却費等)が564百万円含まれてお

ります。

※11 当期製品製造原価には、経常研究に係る研究開発

費用(人件費、減価償却費等)が752百万円含まれてお

ります。

(原価計算の方法)

  当座標準原価による組別工程別総合原価計算を行い

期末に実際原価に調整しております。

(原価計算の方法)

同左



③ 【損失処理計算書】 

  

 
  

株主総会承認年月日
第83期

(平成18年6月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処理損失 5,670

Ⅱ 損失処理額 ―

Ⅲ 次期繰越損失 5,670



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他資本剰余金

資本剰余金合計
自己株式処分差益

平成18年３月31日残高(百万円) 3,157 4,162 ─ 4,162

事業年度中の変動額

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

 土地再評価差額金の取崩

 当期純利益

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ 0 0

平成19年３月31日残高(百万円) 3,157 4,162 0 4,162

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 393 △5,670 △5,276 △2 2,041

事業年度中の変動額

 自己株式の取得 △0 △0

 自己株式の処分 0 0

 土地再評価差額金の取崩 △2 △2 △2

 当期純利益 363 363 363

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ 360 360 △0 360

平成19年３月31日残高(百万円) 393 △5,309 △4,915 △2 2,401

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,369 53 1,422 3,463

事業年度中の変動額

 自己株式の取得 △0

 自己株式の処分 0

 土地再評価差額金の取崩 △2

 当期純利益 363

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

79 2 82 82

事業年度中の変動額合計(百万円) 79 2 82 442

平成19年３月31日残高(百万円) 1,448 56 1,504 3,906



重要な会計方針 
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１ 有価証券の評価基準及び評価方法

 (イ)その他有価証券

  ａ 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基

づく時価法により評価してお

ります。

            なお、評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価

は総平均法により算定してお

ります。

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

 (イ)その他有価証券

  ａ 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基

づく時価法により評価してお

ります。

            なお、評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定し

ております。

  ｂ 時価のないもの 総平均法による原価法により

評価しております。

  ｂ 時価のないもの 移動平均法による原価法によ

り評価しております。   

 (ロ)子会社株式及び関連会社株式 

   総平均法による原価法により評価しております。

 (ロ)子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法により評価しております。

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

  主として移動平均法による原価法により評価してお

ります。

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左

３ 固定資産の減価償却の方法

 (イ)有形固定資産

      工場設備は主として定額法、その他の固定資産は

定率法によっております。ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては定額法によっております。

３ 固定資産の減価償却の方法

 (イ)有形固定資産

   平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法、それ以外の資産は

定率法によっております。なお、主な耐用年数

は、建物15年～38年、構築物は10年～40年、機械

及び装置2年～11年であります。

   

 (ロ)無形固定資産

   定額法によっております。

   なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(５年)に基づく定額法によ

っております。

 (ロ)無形固定資産

同左

４ 引当金の計上基準

 (イ)貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別の債権の回収可能性を検

討して回収不能見積額を計上しております。

４ 引当金の計上基準

 (イ)貸倒引当金

同左

 (ロ)賞与引当金

   従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。

 (ロ)賞与引当金

同左

 (ハ)退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務に基づき計上しております。

   会計基準変更時差異につきましては、15年による

按分額を費用処理しております。

   過去勤務債務については、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数による按分額

を費用処理しております。

   数理計算上の差異については、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按

分額をそれぞれの発生の翌期より費用処理してお

ります。

 (ハ)退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務に基づき計上しております。

   会計基準変更時差異につきましては、15年による

按分額を費用処理しております。

   数理計算上の差異については、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按

分額をそれぞれの発生の翌期より費用処理してお

ります。
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 (ニ)担保提供損失引当金 

資産の担保提供に伴い発生する損失に備えるた

め、当事業年度末において合理的に見積もられる

金額を計上しております。

 (ニ)担保提供損失引当金  

         同左 

 

 

５ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

５ リース取引の処理方法

同左

６ ヘッジ会計の方法

 (イ)ヘッジ会計の方法

   主として繰延ヘッジ処理によっております。

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段 金利キャップ取引

   ヘッジ対象 借入金の利息

 (ハ)ヘッジ方針

   借入金の金利変動リスクを回避する目的で想定元

本の合計額を現に存在する有利子負債の総額の範

囲内に限定して金利キャップ取引を行っておりま

す。

 (ニ)ヘッジの有効性評価の方法

   金利キャップ取引についてはヘッジ対象となる負

債に関する重要な条件がほぼ同一であるため、ヘ

ッジに高い有効性があるものと判断しておりま

す。

６ ヘッジ会計の方法

 (イ)ヘッジ会計の方法

           同左

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

           同左

 (ハ)ヘッジ方針

           同左

 (ニ)ヘッジの有効性評価の方法

   金利キャップ取引についてはヘッジ対象となる負

債に関する重要な条件がほぼ同一であるため、ヘ

ッジに高い有効性があるものと判断しておりま

す。 

 なお、ヘッジ会計を適用した金利キャップ取引

は、当事業年度中に満了しております。

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理方法

  税抜方式を採用しております。

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理方法

同左



会計処理の変更 

  

 
  

  

第83期 第84期

（固定資産の減損に係る会計基準）  

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日)) 及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号)を適用しております。  

 これにより税引前当期純利益が453百万円減少して

おります。  

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除して

おります。

──────────

────────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等）  

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準第5号)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適

用指針第8号)を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はありません。  

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

3,906百万円であります。  

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成して

おります。 

 

────────── （有価証券の評価基準及び評価方法）  

 従来、有価証券の評価方法は、総平均法によってお

りましたが、当事業年度から移動平均法に変更してお

ります。この変更は親会社である㈱山武との会計処理

の統一を図るものであります。  

 なお、この変更による影響額はありません。 

 ────────── （有形固定資産の減価償却の方法）  

 従来、有形固定資産の減価償却の方法は、工場設備

は主として定額法、その他の固定資産は定率法(ただ

し、平成10年4月1日以降取得した建物(建物附属設備

を除く)については定額法)によっておりましたが、当

事業年度から、平成10年4月1日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)は定額法、その他の固定資産に

ついては定率法に変更しております。この変更は親会

社である㈱山武との会計処理の統一を図るものであり

ます。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比

べ、減価償却費は32百万円少なく、経常利益は32百万

円多く、税引前当期純利益は32百万円多く計上されて

おります。 



表示方法の変更 
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     前期まで独立科目で掲記しておりました関係会社

短期貸付金は、資産総額の100分の１以下となりま

したので流動資産の「その他」に含めて表示するこ

とにいたしました。なお、当期の関係会社短期貸付

金は104百万円であります。

（貸借対照表） 

 生産部門子会社に対する部品の完全有償支給化に

伴い、前期まで貸借対照表の「売掛金」に含めて表

示しておりました「有償支給未収入金」は重要性が

高まったことから、その内容を明瞭に表示するた

め、当期より独立掲記しております。なお、前期に

おける「有償支給未収入金」の金額は596百万円で

あります。 

 

（営業外費用）  

 前期まで営業外費用の「雑損失」に含めて表示し

ておりました「製品補償費用」は営業外費用の総額

の100分の10超となりましたので、当期より独立掲

記しております。なお、前期における「製品補償費

用」の金額は63百万円であります。



注記事項 

(貸借対照表関係) 
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※１ 担保提供資産

① 建物 4,355百万円

土地 2,821

合計 7,177

   上記資産を親会社である㈱山武の連帯保証に対し

て担保に供しております。この連帯保証に対応す

る金融機関からの借入金は長期借入金8,500百万

円(1年以内返済予定を含む）、短期借入金8,500

百万円の総額17,000百万円であります。 

 なお、上記金額以外に投資有価証券3,229百万

円(期末帳簿価額)及び関係会社株式421百万円が

担保予約となっております。

② 土地 226百万円

   上記資産を他社債務286百万円の担保に供してお

ります。 

なお、担保提供損失引当金を計上しております。

 

 

※１ 担保提供資産

① 建物 5,020百万円

土地 3,178

合計 8,199

   上記資産を親会社である㈱山武の連帯保証に対し

て担保に供しております。この連帯保証に対応す

る金融機関からの借入金は長期借入金6,800百万

円(1年以内返済予定を含む）、短期借入金8,500

百万円の総額15,300百万円であります。 

 なお、上記金額以外に投資有価証券3,362百万

円(期末帳簿価額)及び関係会社株式766百万円が

担保予約となっております。

② 土地 226百万円

   上記資産を他社債務210百万円の担保に供してお

ります。 

なお、担保提供損失引当金を計上しております。

※２ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次の通りであります。

売掛金 556百万円

未収入金 555

支払手形 360

買掛金 2,264
 

※２ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次の通りであります。

有償支給未収入金 2,828百万円

支払手形 528

買掛金 2,296

※３ 事業用土地の再評価に関する注記

   「土地の再評価に関する法律」(平成10年3月31日

公布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価

を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上して

おります。

   「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年3

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地

価税の計算のために公表された方法により算定し

た価額に合理的な調整を行い算出しております。

   再評価を行った年月日        平成12年3月31日

   再評価を行った事業用土地の期末における時価の

合計額と、再評価後の帳簿価額の合計額との差額

は271百万円であります。

※３ 事業用土地の再評価に関する注記

   「土地の再評価に関する法律」(平成10年3月31日

公布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価

を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上し

ております。

   「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年3

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地

価税の計算のために公表された方法により算定し

た価額に合理的な調整を行い算出しております。

   再評価を行った年月日        平成12年3月31日

   再評価を行った事業用土地の期末における時価の

合計額と、再評価後の帳簿価額の合計額との差額

は296百万円であります。

※４ 貸倒引当金のうち、1,235百万円は清算予定であ 

   る㈱金門管理に対する引当金であり、従来、事業 

   再構築引当金として計上されていたものの取崩額 

   と、貸倒引当金繰入額を相殺しております。

       ──────────
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※５ 会社が発行する株式  普通株式 108,000,000株

        第Ⅱ種優先株式  6,000,000

発行済株式総数    普通株式 60,305,748株

        第Ⅱ種優先株式  6,000,000

         

      ──────────

偶発債務 偶発債務

連帯保証債務 連帯保証債務

 
従業員の28百万円の借入に対し連帯保証しております。

 
従業員の24百万円の借入に対し連帯保証しております。

受取手形割引高 999百万円 受取手形割引高 ──百万円

※６ 自己株式の保有数

普通株式 12,404 株

       ──────────

 ※７ 当社は取引銀行５行とコミットメントライン契約 

       を締結しております。この契約に基づく当事業年 

       度末の借入実行残高は次の通りであります。

 ※７ 当社は取引銀行５行とコミットメントライン契約 

       を締結しております。この契約に基づく当事業年 

       度末の借入実行残高は次の通りであります。

     コミットメントラインの総額   8,500百万円      コミットメントラインの総額   8,500百万円

     借入残高            8,500百万円      借入残高            8,500百万円

(資本の欠損) 

 資本の欠損は、5,672百万円であります。

       ──────────

(配当制限) 

 有価証券の時価評価により、純資産額が1,369百万円

増加しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規定

により、配当に充当することが制限されております。 

 土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律第７

条の２第１項の規定により、配当に充当することが制限

されております。

       ──────────

       ────────── ※８ 事業年度末満期手形の会計処理については、手 

  形交換日をもって決済処理しております。当事業 

  年度から親会社である㈱山武との会計処理の統一 

  を図るために、期末日満期手形の会計処理を満期 

  日に決済処理する方法から手形交換日をもって決 

  済処理する方法に変更しております。 

   なお、当事業年度末日が金融機関の休日であっ 

  たため、次の事業年度末日満期手形が事業年度末 

  残高に含まれております。            

   受取手形            178百万円



(損益計算書関係) 

  

 
  

第83期 第84期

※１ 他勘定振替高の内訳は、たな卸資産除売却損48百

万円、たな卸資産評価損42百万円、雑損失他14百

万円、計105百万円であります。

※１ 他勘定振替高の内訳は、製品補償費用74百万円、

見本費他2百万円、計77百万円であります。

※２ 関係会社との取引高 ※２ 関係会社との取引高

 

製品仕入高 4,014百万円

商品仕入高 1,856

貸付金利息 174

賃貸料収入 654

たな卸資産売却損 118

※３ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は

次の通りであります。

運搬費 305百万円

旅費交通費 309

給料手当 2,050

賞与引当金繰入額 101

退職給付引当金繰入額 139

福利厚生費 311

減価償却費 81

貸倒引当金繰入額 4

租税公課 102

賃借料 549

 

 

製品仕入高 11,488百万円

商品仕入高 4,177

賃貸料収入 649

※３ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は

次の通りであります。

運搬費 314百万円

旅費交通費 341

給料手当 2,346

賞与引当金繰入額 98

退職給付引当金繰入額 158

福利厚生費 329

減価償却費 70

貸倒引当金繰入額 3

賃借料 587

   なお、販売費に属する費用と一般管理費に属する

費用とのおおよその割合 62 : 38 

   なお、販売費に属する費用と一般管理費に属する

費用とのおおよその割合 61 : 39

──────────

 

※４ 固定資産売却益の明細

土地 4百万円

 

※５ 固定資産除売却損の明細

 建物 2百万円

 土地 14

 機械及び装置 24

 構築物 1

 工具器具及び備品 16

 車輛及び運搬具 0

 合計 58

 

※５ 固定資産除売却損の明細

ソフトウェア 2百万円

建物他 3



 
  

第83期 第84期

 

 

※６ 当事業年度において、以下の資産について減損処

理を行っております。

 ①減損損失計上額

場所 用途 種類
減損損失 
(百万円)

  
宮城県 
黒川郡 
大衡村

賃貸資産

建物 370

構築物 20

土地 8

備品他 0

小計 399

三重県 
津市

遊休資産
土地 53

小計 53

減損損失計上額 453

 ②事業再構築引当金取崩額

場所 用途 種類
減損損失 
(百万円)

福島県 
郡山市

遊休資産
土地 324

小計 324
福島県 
大沼郡 
金山町

遊休資産
土地 22

小計 22

減損損失計上額 346
事業再構築引当金  

取崩額 △346

    事業に供している資産については管理会計上の区

分を基に事業部単位に、また、遊休資産及び賃貸

資産は、個々の物件単位毎にグループ化を行い減

損について判定を行っております。 

 遊休資産及び建物、土地等の市場価格が著しい

下落の状態にある賃貸資産については、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、①宮城県黒川郡大衡

村及び三重県津市の減少額を減損損失453百万円

として特別損失に計上し、②福島県郡山市、福島

県大沼郡金山町の減少額は前事業年度末において

計上済の事業再構築引当金を346百万円取崩し、

相殺しております。 

 なお回収可能価額は、不動産鑑定評価額に基づ

く正味売却価額により測定しております。

       ──────────

※７ 事業再構築引当金繰入額の内訳        ──────────

   子会社の再編に係るもの     335百万円

※８ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、 

   174百万円であります。

※８ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、 

   188百万円であります。



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
  自己株式に関する事項 

 
   (変動事由の概要) 

普通株式増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

  単元未満株式の買取りによる増加 1,740株 

普通株式減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

  単元未満株式の買増請求による減少 360株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 12,404 1,740 360 13,784



(リース取引関係) 

  

 
  

第83期 第84期

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

1) 借手側 

(1)リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

工具器具 
及び備品

その他(機械

装置及び車輛

運搬具)

ソフト 
ウェア

合計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 
相当額

823 302 158 1,283

減価償却 
累計額相
当額

351 29 9 390

期末残高 
相当額

471 272 148 892

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 

工具器具 
及び備品

その他(機械

装置及び車輌

運搬具)

ソフト 
ウェア

合計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額
相当額

783 421 376 1,581

減価償却
累計額相
当額

463 73 75 613

期末残高
相当額

319 347 300 968

 (注)取得価額相当額は、従来、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法で表示しておりましたが、重

要性が増したため、当事業年度より原則的方法によ

る表示に変更しております。 

なお、支払利子込み法によった場合は下記の通りで

あります。

工具器具 
及び備品

その他(機械装

置及び車輌運

搬具)

ソフト 
ウェア

合計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額
相当額

861 499 405 1,766

減価償却
累計額相 
当額

513 86 81 682

期末残高
相当額

347 412 324 1,084

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 302百万円

１年超 590

合計 892

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

 

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 330百万円

１年超 659

合計 989

 (注)未経過リース料期末残高相当額は、従来、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法で表示してお

りましたが、重要性が増したため、当事業年度より

原則的方法による表示に変更しております。 

なお、支払利子込み法によった場合は下記の通りで

あります。

１年以内 367百万円

１年超 717

合計 1,084



 
  

  

   

(有価証券関係) 

第83期(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

第84期(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

第83期 第84期

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 172百万円

減価償却費相当額 172

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 395百万円

減価償却費相当額 361

支払利息相当額 43

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。
同左

⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

 

 

(2)オペレーティング・リース取引

 未経過リース料

１年以内  0百万円

１年超 3

合計 4

2) 貸手側
 オペレーティング・リース料
 未経過リース料

１年以内 6百万円

１年超 17

合計 23



(税効果会計関係) 

  

 
  

第83期 第84期

 １ 繰延税金資産、繰延税金負債及び再評価に係る繰

延税金負債の発生の主な原因別の内訳

主な原因 金額（百万円）

繰延税金資産(流動資産)

 賞与引当金 52

 たな卸資産除却損 22

 たな卸資産評価損 69

 未払事業税他 13

  小計 157

 評価性引当額 △157

  繰延税金資産(流動資産)合計 ―

繰延税金資産(投資その他の資産)

 貸倒引当金 531

 退職給付引当金 1,169

 減損損失 288

 関係会社株式評価損 852

 子会社整理損失 591

 担保提供損失引当金 91

税務上の繰越欠損金 911

 その他 101

 小計 4,538

 評価性引当額 △4,538

繰延税金資産(投資その他の資産)
合計

―

繰延税金負債(固定負債)

 その他有価証券評価差額金 935

再評価に係る繰延税金負債 240

 

 １ 繰延税金資産、繰延税金負債及び再評価に係る繰

延税金負債の発生の主な原因別の内訳

主な原因 金額（百万円）

繰延税金資産(流動資産)

 賞与引当金 52

 たな卸資産評価損 31

 未払事業税他 12

  小計 96

 評価性引当額 △96

  繰延税金資産(流動資産)合計 ─

繰延税金資産(投資その他の資産)

 貸倒引当金 29

 退職給付引当金 1,172

 減損損失及び減価償却費 270

 担保提供損失引当金 85

税務上の繰越欠損金 2,803

 その他 76

小計 4,437

評価性引当額 △4,437

繰延税金資産(投資その他の資産)
合計

─

繰延税金負債(固定負債)

 その他有価証券評価差額金 989

再評価に係る繰延税金負債 240

 

 ２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異の原因となった主な項目別の内

訳

主な項目 率

法定実効税率   40.6％

 交際費等永久に損金に算入されな

い項目
  3.4％

 受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目
 △0.6％

住民税等均等割   4.1％

評価性引当額の減少他  △43.4％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

  4.1％

  

 ２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異の原因となった主な項目別の内

訳

主な項目 率

法定実効税率   40.6％

 交際費等永久に損金に算入されな

い項目
  7.8％

 受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目
 △2.1％

住民税等均等割   10.6％

評価性引当額の減少他  △46.3％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

 10.6％



(企業結合等関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

    該当事項はありません。 

  

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ １株当たり純資産額については、優先株式の発行価額を控除して算定しております。 

２ 第82期におきまして、従来㈱産業再生機構、㈱りそな銀行、㈱みずほコーポレート銀行が所有していた第Ⅰ

種及び第Ⅱ種優先株式は、㈱山武に譲渡されております。そのうち従来㈱産業再生機構所有の第Ⅰ種優先株

式6,000,000株については、前事業年度中に普通株式に転換されております。 

３ 算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

   １株当たり純資産額  

 
  

   １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

第83期 第84期

１株当たり純資産額 7.69円 １株当たり純資産額 15.04円

１株当たり当期純利益 26.04円 １株当たり当期純利益 6.03円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

12.01円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

4.32円

前事業年度末
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度末
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額 
(百万円)

― 3,906

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 906

差額の主な内訳(百万円) 
  第Ⅱ種優先株式の払込金額

― 3,000

普通株式の発行済株式数(株) ― 60,305,748

普通株式の自己株式数(株) ― 13,784

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式数（株）

― 60,291,964

前事業年度末
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度末
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(百万円) 1,009 363

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,009 363

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―  ─

普通株式の期中平均株式数(株) 38,781,738 60,292,478

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益の算定に用いられた当期純利益調
整額の主要な内訳(百万円)

―  ─

当期純利益調整額（百万円） ―  ─

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益の算定に用いられた普通株式増加
数 
  第Ⅰ種優先株式（株） 
  第Ⅱ種優先株式（株）

21,512,804
23,809,523

 ─        
23,809,523

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり当期純利益の算
定に含めなかった潜在株式の概要

― ─



(重要な後発事象) 

 前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  
  
 当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 当社は、平成１９年６月１１日付で、ＬＰガス販売事業者に対し、一部の当社製ＬＰガス用Ｓ 

 型マイコンメーターについて、遮断弁動作点検のお願いを社告致しました。 

  これは、設置後、稀にメーターの遮断弁が正常に動作しなくなる場合があるため、点検の結  

 果、万一遮断動作が行われなかった場合には、交換メーターを提供するとするものです。 

  なお、点検確認後に適宜対応していくため、現時点において翌期以降の損益に与える影響を合 

 理的に見積もることは困難であります。 

  



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

 (その他有価証券)

  東京瓦斯株式会社 1,147,875 754

  西部瓦斯株式会社 1,530,752 433

  静岡瓦斯株式会社 490,500 410

  株式会社ミツウロコ 478,391 398

  京葉瓦斯株式会社 517,708 316

  昭和電器株式会社 76,490 215

  日本瓦斯株式会社 140,667 157

  広島ガス株式会社 380,053 131

  北海道瓦斯株式会社 420,500 126

  大阪瓦斯株式会社 245,196 112

  東邦瓦斯株式会社 55,125 33

  そしあす証券株式会社 36,467 31

  その他58銘柄 990,312 241

 その他有価証券計 6,510,036 3,362

投資有価証券計 6,510,036 3,362

計 6,510,036 3,362



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注)  当期増加額のうち、主なものは次の通りであります。 

  
   １．子会社白河精機㈱の財務体質改善を図り、より経営を安定させるため、同社より下記の 
     資産を買い取りました。 
  
     建物       1,003百万円 
     構築物        23 
     機械及び装置    595 
     車輌及び運搬具    3 
     工具器具及び備品   12 
     土地        163 
  
   ２．子会社㈱金門管理の清算結了につき、同社より下記の資産を引受けました。 
  
     土地        194百万円 
  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

減価償却累
計額又は 
償却累計額
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 11,297 1,029 10 12,316 7,122 377 5,193

 構築物 1,201 32 ─ 1,234 846 44 388

 機械及び装置 5,985 625 18 6,592 5,104 298 1,488

 車輌及び運搬具 46 3 ─ 49 44 1 5

 工具器具及び備品 3,121 106 1 3,226 2,937 119 289

 土地 3,381 357 0 3,739 ─ ─ 3,739

 建設仮勘定 11 ─ 2 9 ─ ─ 9

有形固定資産計 25,046 2,155 32 27,169 16,054 841 11,114

無形固定資産

 特許権 35 1 ─ 36 24 4 11

 借地権 128 ─ ─ 128 ─ ─ 128

 商標権 11 0 ─ 12 8 1 3

 ソフトウェア 367 73 13 428 258 73 169

 その他 28 ─ 0 28 10 0 18

無形固定資産計 571 75 13 634 302 80 331

投資その他の資産

 長期前払費用 5 ─ 5 ─ ─ ─ ─

投資その他の資産計 5 ─ 5 ─ ─ ─ ─

繰延資産

― ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

繰延資産計 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─



【引当金明細表】 

  

 
(注) １ 貸倒引当金の当期減少額(その他)は、洗替処理によるものであります。 

   ２ 担保提供損失引当金の当期減少額(その他)は、被担保提供先の債務支払による要設定額の減少に伴う 

  取崩しであります。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 1,431 18 1,258 14 177

賞与引当金 129 128 129 ─ 128

担保提供損失引当金 226 ─ ─ 15 210



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 46

預金の種類

当座預金 1,044

普通預金 56

別段預金 1

預金計 1,102

計 1,148

相手先 金額(百万円)

伊丹産業㈱ 146

大多喜ガス㈱ 105

西部ガスエネルギー㈱ 93

関西ガスメーター㈱ 62

㈱昭栄 57

その他 1,714

計 2,180

期日別 金額(百万円)

平成19年４月 782

    ５月 497

    ６月 469

    ７月 360

    ８月以降 69

計 2,180



ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

  

(ロ)売掛金回収状況 

  

 
(注) 上記金額には消費税等が含まれております。 

  

ニ 有償支給未収入金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

東京瓦斯㈱ 400

西部ガス㈱ 218

北海道ガス㈱ 183

広島ガス㈱ 183

大阪瓦斯㈱ 138

その他 3,456

計 4,581

区分 金額(百万円)

前期末残高Ａ 4,801

当期中発生高Ｂ 31,485

当期中回収高Ｃ 31,705

当期末残高Ｄ 4,581

売掛金の滞留
期間

Ｄ÷
Ｂ
12

1.7ヶ月

売掛金回収率
Ｃ

Ａ＋Ｂ
87.3％

相手先 金額(百万円)

㈱金門白沢 821

白河精機㈱ 672

㈱金門瑞穂 290

㈱金門唐津 255

㈱金門原町 246

その他 590

計 2,876



ホ 商品 

  

 
  

ヘ 製品 

  

   
ト 原材料 

  

 
  

チ 仕掛品 

  

 
  

リ 貯蔵品 

  

 
  

品目 金額(百万円)

LPガス機器 407

水機器他 11

計 418

品目 金額(百万円)

都市ガス機器 214

水機器他 130

計 345

品目 金額(百万円)

都市ガス機器 92

水機器 106

その他 0

計 199

品目 金額(百万円)

ガス機器 285

水機器 100

その他 1

計 386

区分 金額(百万円)

消耗品 14

廃品メーター等 39

計 54



② 固定資産 

イ 関係会社社債 

  

   

 
  

③ 流動負債 

イ 支払手形(固定資産取得支払手形含む) 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

関係会社名 金額(百万円)

和歌山精器㈱ 2,577

㈱青森製作所 778

計 3,355

相手先 金額(百万円)

昭和電器㈱ 439

白河精機㈱ 435

中村商事㈱ 240

ニッコーシ㈱ 121

オノダ精機㈱ 120

その他 1,846

計 3,203

期日別 金額(百万円)

平成19年４月 898

    ５月 800

    ６月 654

    ７月以降 849

計 3,203



ロ 買掛金 

  

 
  

ハ 短期借入金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

和歌山精器㈱ 697

㈱金門白沢 571

白河精機㈱ 384

松下電器産業㈱ 331

昭和電器㈱ 170

その他 2,316

計 4,471

借入先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 3,200

㈱りそな銀行 2,300

㈱三井住友銀行 1,000

㈱横浜銀行 1,000

㈱三菱東京UFJ銀行 1,000

計 8,500

一年以内返済予定の長期借入金 1,700

合計 10,200



④ 固定負債 

イ 長期借入金 

  

 
  

ロ 退職給付引当金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

借入先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 2,960

㈱りそな銀行 2,160

㈱佐賀銀行 600

みずほ信託銀行㈱ 600

㈱三菱東京UFJ銀行 160

その他 320

計 6,800

一年以内返済予定の長期借入金 △1,700

合計 5,100

区分 金額(百万円)

退職給付債務 4,091

未認識数理計算上の差異の未処理額 △254

会計基準変更時差異の未処理額 △948

計 2,888



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、10株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100株未満株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 １枚につき250円

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得な
い事由が生じたときは、東京都内において発行する日本経済新聞に掲載して行う。 
公告掲載アドレス（http://www.kimmon.co.jp/corporate/koukoku/index.html）

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第83期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長に提

出 

  

(2) 半期報告書 

事業年度 第84期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月14日関東財務局長に

提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

株式会社金門製作所 

取締役会 御中 

 

   

  
 

  
 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社金門製作所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社金門製作所及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号)を適用している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士    園   マ  リ  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士    岩 渕  信 夫  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士    坂 田  純 孝  ㊞

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。



独立監査人の監査報告書 

  

平成19年６月28日

株式会社金門製作所 

取締役会 御中 

 

   

   

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社金門製作所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社金門製作所及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

 追記情報 

１．会計処理の変更に記載のとおり、有価証券の評価方法について、当連結会計年度から総平均法より移

動平均法に変更している。 

２．会計処理の変更に記載のとおり、有形固定資産の減価償却の方法について、従来、会社の工場設備は

主として定額法、その他の固定資産は定率法（ただし、一部の連結子会社及び平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備は除く）については定額法）によっていたが、当連結会計年度から、定

率法（平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）は定額法）に変更している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士    岩 渕  信 夫  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士    中 島  康 晴  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士    坂 田  純 孝  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士    相 山  一 喜  ㊞

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

株式会社金門製作所 

取締役会 御中 

 

   

  
 

  
 

  
 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社金門製作所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第83期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社金門製作所の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号)を適用している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

  

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士    園   マ  リ  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士     岩 渕  信 夫  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士    坂 田  純 孝  ㊞

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。



独立監査人の監査報告書 

  

平成19年６月28日

株式会社金門製作所 

取締役会 御中 

 

   

   

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社金門製作所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第84期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社金門製作所の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報  

１．会計処理の変更に記載のとおり、有価証券の評価方法について、当事業年度から総平均法より移動平

均法に変更している。 

２．会計処理の変更に記載のとおり、有形固定資産の減価償却の方法について、従来、工場設備は主とし

て定額法、その他の固定資産は定率法（ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備

は除く）については定額法）によっていたが、当事業年度から、定率法（平成10年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備を除く）は定額法）に変更している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

  

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士    岩 渕  信 夫  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士     中 島  康 晴  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士    坂 田  純 孝  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士    相 山  一 喜  ㊞

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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